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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成 28 年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.28-1 
ETC2.0 プローブ情報等を活用した“データ駆動型” 

交通需要・空間マネジメントに関する研究開発 

東京工業大学 

准教授 福田大輔 

 

長期かつ広域で観測される ETC2.0 プローブ情報等の交通関連ビッグデータを，マルチスケールの多様な交通

モデルと有機的に結びつけることで，交通政策のエビデンスベース分析を可能とする“データ駆動型”交通需要・空

間マネジメントに関する研究・技術開発を行った．具体的には，首都圏，北海道，沖縄を対象に，提案する各手法

の社会実装（調査・分析・政策評価フレームの構築）を行い，各種交通社会実験の詳細検討に資する知見を提供す

るものである． 

１．研究の背景・目的 

 我が国の現状の交通調査（道路交通センサス，パーソントリップ調査等）に関しては，調査協力率低下に伴う OD

表等の基礎情報の信頼度低下，時空間分解能の低さ（大きいゾーン単位での分析が基本），5〜10 年という長い調

査間隔と短期的政策への対応の乖離等の課題が指摘されている．また，それらの調査データに基づいて行われる

交通需要推計や費用便益評価の方法論に関しても，（時空間分解能が粗すぎることによる）道路整備や料金政策

等に対するモデルアウトプットの感度の低さが指摘されており，需要予測値や利用者便益等の集計的な評価指標

のみでは，整備や政策の効果を実感覚として認識することが困難な状況が増えつつある． 

 ところで近年，特に医療・教育等の行政分野では，詳細なマイクロデータと最新の計量分析手法に基づく``エビデ

ンスベース”の予測・評価が進展しつつあり，大きな成果を挙げている．それに対し，道路行政において，特に交通

需要・空間マネジメントに資するためのエビデンスベース分析方法論の確立と社会実装は十分ではない．近年飛躍

的に蓄積が進んでいる多様な交通関連ビッグデータの活用を念頭に置き，単なるパフォーマンス指標の評価に留

まらない現場ニーズを適切に反映したエビデンスベースの評価方法の開発が必要であると考えられる． 

 以上を踏まえ，本研究開発は，長期かつ広域で観測される ETC2.0 プローブ情報等の交通関連ビッグデータを，

マルチ（マクロ〜メソ〜ミクロ）スケールの多様な交通モデルと有機的に結びつけることで交通政策のエビデンスベ

ース評価を可能とする“データ駆動型” (Data-Driven) 交通需要・空間マネジメントに関する研究・技術開発を行う．

「交通関連ビッグデータ」と「分析モデル（交通行動・交通流・交通ネットワーク・都市空間モデル等）」を車の両輪と

位置づけ，エビデンスベース交通需要・空間マネジメントのための方法論構築と社会実装を行うことを目的とする． 
 

２．研究内容 

テーマ１：都市部における交通需要・空間マネジメント施策の分析方法論の検討（関東） 

 三環状道路が概成し，様々な都市開発プロジェクトが進行し，オリンピック・パラリンピックを直近に控える首都圏及

び東京を対象に，多様な施策オプション（都心部モーダルコネクト施策の影響分析，三環状道路の次世代料金施

策の評価，オリ・パラ期間中の交通円滑化施策の影響分析等）の事前評価と社会実験検討に資する，エビデンスベ

ース評価方法論を開発した． 

テーマ２：地方圏における観光客の行動特性把握及び周遊促進政策の分析方法論の検討（北海道，沖縄等） 

 日本人観光客のみならず，訪日外国人観光客の重要な受け皿として期待される北海道，沖縄を主な対象として，

多様な交通ビッグデータと交通行動モデルを融合した分析システムを構築した．北海道では，観光客の広域回遊パ

ターンの解明と観光周遊促進施策の検討を念頭に分析を行った．沖縄では，Wi-Fi 等の多様なデータも融合的に

活用して，レンタカー利用観光客の広域回遊パターンの解明や，本島北部や離島振興の観点からの観光流動マネ

ジメント施策の分析・評価を行った．さらに，Bluetooth等の新たな調査方法についても，調査地を適宜選定した上で

その適用可能性について検討した． 
 
３．研究成果 

1-1) 都心部におけるモーダルコネクト施策の評価 

・ Wi-Fiデータ解析による都心部バスターミナルの利用者行動分析を行い，乗客の滞在時間分布を解明． 

・ ETC2.0データを活用したリアルタイム交通状態推定手法を構築し，災害時の道路状態推計を実現． 

・ 首都圏高速バス運行支援システムを開発すると共に，モーダルコネクト施策のサービス評価を実施． 
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1-2) 首都圏三環状道路施策評価のための経路選択分析 

・ ETC2.0 プローブデータを活用した動的経路選択

モデルの構築． 

・ 動的経路選択モデルによる大規模道路網におけ

る混雑課金施策評価の理論解析と試行分析． 

1-3) 都心部の交通円滑化政策の評価 

・ 都心部の交通流円滑化施策評価のための 3D-

MFDモデリングと同空間再配分施策の評価． 

・ 鉄道利用者を対象とした都市圏アクティビティモデ

ルシステムの実用化に向けた検討． 

2-1) ETC2.0プローブデータを活用した観光客の周遊行

動の特徴抽出・類型化及び観光促進施策の評価 

・ ETC2.0プローブデータのパターン・マイニングによる観光客周遊行動の特徴抽出と実態把握． 

・ スケジューリングを考慮した観光周遊行動モデルの構築と実データを用いた検証． 

2-2) ETC2.0プローブと他の交通データを適切に活用して観光周遊行動を把握するための調査・分析方法の検討 

・ 沖縄及び北海道における広域・長期の Wi-Fi パケットセンシング調査の実施と，機械学習アプローチによる観

光周遊パターンの特徴抽出． 

・ Wi-Fiデータと他の関連データ（ETC2.0）の適切な統合および情報提供方法の検討． 

・ Bluetoothを用いた一般道路における交通流動調査の試行． 
 
４．主な発表論文 
(1) Ge, Q., Fukuda, D., Han, K., Song, W.: Reservoir-based surrogate modeling of dynamic user equilibrium. 

Transportation Research Part C: Emerging Technologies. (accepted)  

(2) Tani, R., Owada, T., Uchida, K.: Path travel time estimating method by incomplete traffic data, International 

Journal of Intelligent Transportation Systems Research. (accepted) 

(3) 田中謙大，神谷大介，福田大輔，五百藏夏穂，柳沼秀樹，菅芳樹，山中亮：Wi-Fiパケットセンサーを用いた

沖縄本島における観光周遊行動の実態把握．知能と情報．(掲載決定) 

(4) 壇辻貴生，福田大輔，Zheng, N.：バイモーダルシステムにおける動的エリア課金：3D-MFDによるシミュレーシ

ョンアプローチ．土木学会論文集D3．(掲載決定) 

(5) Kaneko, N., Oka, H., Chikaraishi, M., Becker, H., Fukuda, D.: Route choice analysis in the Tokyo Metropolitan 

Area using a link-based recursive logit model featuring link awareness. Transportation Research Procedia. Vol. 

34, pp. 251–258, 2018.  

(6) Hidayat, A., Terabe, S., Yaginuma, H.: WiFi scanner technologies for obtaining travel data about circulator bus passengers: 

Case study in Obuse, Nagano Prefecture, Japan. Transportation Research Record, Vol. 2672, pp. 45-54, 2018. 
 
５．今後の展望 
・ テーマ１に関しては，構築した各モデルシステムをどのように有機的に接合させて，より包括的なマネジメント

施策をするべきかについて，研究の深度化を行う必要がある． 

・ テーマ２に関しては，特に近い将来に予想されているWi-Fi機器固有アドレスのランダマイズ（匿名化）に対応

した新たな観光・交通行動調査論の確立が必要である．他方，混雑等の情報をどのように適切に観光客や道

路利用者にフィードバックしていくべきかを検討することが重要である． 
 
６．道路政策の質の向上への寄与 
・ 1-1)の研究に関しては，特に国土交通省関東地方整備局と共同して研究開発を行ってきた．それらの成果

は，ETC2.0 を共通プラットフォームとする新たな高速バスロケーションシステムや，それを利用した高速バス乗

り継ぎ社会実験として，実際の道路行政にも反映されている．また，リアルタイム交通状態システムに関して

も，整備局内の各事務所における災害時の道路マネジメント場面における適用性を高めるべく，ユーザーから

のフィードバックを受けてユーザビリティを高める取り組みを継続している． 

・ 2-2)の Wi-Fi パケットの研究については，北海道開発局と共同して，夏季の北海道中富良野町における観光

渋滞対策の社会実験において，主要観光施設の混雑度の測定とそれを用いた交通情報提供の場面におい

て適用された．また，Bluetooth についても，北海道開発局と共同して，令和元年度の北海道十勝花火大会実

施時の帰宅道路混雑解消のためのリアルタイム渋滞情報提供において実際に適用された． 
 
７．ホームページ等   無   
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第 1章 研究の背景と目的
1.1 研究の背景
我が国の現状の交通調査（道路交通センサス，パー

ソントリップ調査等）に関しては，調査協力率低下に伴
う OD表等の基礎情報の信頼度低下，時空間分解能の
低さ（大きいゾーン単位での分析が基本），5∼10年とい
う長い調査間隔と短期的政策への対応の乖離等の課題
が指摘されている．また，それらの調査データに基づ
いて行われる交通需要推計や費用便益評価の方法論に
関しても，（時空間分解能が粗すぎることによる）道路
整備や料金政策等に対するモデルアウトプットの感度
の低さが指摘されており，需要予測値や利用者便益等
の集計的な評価指標のみでは，整備や政策の効果を実
感覚として認識することが困難な状況が増えつつある．
ところで近年，特に医療・教育等の行政分野では，詳

細なマイクロデータと最新の計量分析手法に基づく “エ
ビデンスベース”の予測・評価が進展しつつあり，大き
な成果を挙げている．それに対し，道路行政において，
特に交通需要・空間マネジメントに資するためのエビ
デンスベース分析方法論の確立と社会実装は十分では
ない．近年飛躍的に蓄積が進んでいる多様な交通関連
ビッグデータの活用を念頭に置き，単なるパフォーマ
ンス指標の評価に留まらない現場ニーズを適切に反映
したエビデンスベースの評価方法の開発が必要である
と考えられる．

1.2 研究開発の目的
本研究開発は，長期かつ広域で観測される ETC2.0プ

ローブ情報等の交通関連ビッグデータを，マルチ（マク
ロ ∼メソ ∼ミクロ）スケールの多様な交通モデルと有
機的に結びつけることで交通政策のエビデンスベース
評価を可能とする “データ駆動型 (Data-Driven)”交通
需要・空間マネジメントに関する研究・技術開発を行
う（図-1）．すなわち，「交通関連ビッグデータ」と「分
析モデル（交通行動・交通流・交通ネットワーク・都市
空間モデル等）」を車の両輪と位置づけた，エビデンス
ベース交通需要・空間マネジメントのための方法論構
築と社会実装を行うことを研究目的とする．
具体的には，首都圏，北海道，沖縄を対象として提案

する各種法の社会実装（調査・分析・政策評価フレーム
の構築）を行い，データ駆動型アプローチの有用性を
検証した上で各種交通社会実験の詳細検討に資する知
見を提供することを目指す．具体的には以下の二つの
テーマに取り組む．
(a) 首都圏を対象とした交通需要・空間マネジメント
施策のエビデンスベース評価
三環状道路が概成し，様々な都市開発プロジェク

トが進行し，オリンピック・パラリンピックを直
近に控える首都圏及び東京を対象に，多様な施策
オプション（都心部モーダルコネクト施策の影響
分析，三環状道路の次世代料金施策の評価，オリ・
パラ期間中の交通円滑化施策の影響分析等）の事
前評価と社会実験検討に資する，エビデンスベー
ス評価方法論を開発する．

(b) 地方圏における観光客の行動特性把握及び周遊促
進政策の分析方法論の検討
日本人観光客のみならず，訪日外国人観光客の重
要な受け皿として期待される北海道，沖縄を対象
に，多様な交通ビッグデータと交通行動モデルを
融合した分析システムを構築し，観光の質を高め
ることを企図した多様な政策オプションのエビデ
ンスベース評価を行う．北海道では，観光客の広
域回遊パターンの解明と，道の駅の総合戦略検討
のためのデータオリエンテッド評価システムの構
築を行う．一方沖縄では，多様な行動・活動デー
タを融合的に活用して，レンタカー利用観光客の
広域回遊パターンの解明，並びに，本島北部や離
島振興の観点からの観光流動マネジメント施策の
トラジェクトリー（移動軌跡）ベースの分析・評
価を行う．

いずれも，社会実装と施策詳細検討への貢献を企図
し，産官学の連携を強く意識して推進することとする．

1.3 研究の意義
(1) 学術的特色
本研究は，混雑緩和を企図した交通投資や政策評価
等に従来多用されてきた OD交通量，旅行速度，道路
三便益等に留まらない，交通ビッグデータに基づく多
様なエビデンスベース指標を構築するものであり，そ
の分析・評価システムの社会実装と社会実験検討を行
う点に大きな特徴がある．ETC2.0プローブ情報から得
られる常時状態観測情報は，ITSが進展している欧米等
においても現状では取得することがまず不可能な，非
常に膨大かつ詳細な交通流動データである．データ自
体を単独で分析しただけでも大きな学術的新規性があ
ることは勿論，これらのビッグデータと交通モデルの
融合を通じて交通政策を適切に分析する方法論を確立
することの独創性は更に大きい．加えて，それらの方
法論の政策分析への活用が可能となれば，エビデンス
ベース交通政策評価の実務においても世界をリードで
きるようになることが期待される．

1.4 成果が社会に果たす役割
本研究により，データ駆動型交通政策分析アプロー
チの社会実装，ならびに，その分析成果を踏まえた社
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図–2プロジェクト全体のフレームと研究全体の方向性

会実験検討がなされることを通じて，道路行政・交通
政策検討への ETC2.0プローブ情報等の高度利用のベン
チマーク事例となることが期待される．
また，集計的な交通量や道路三便益に留まらない，時

空間的にも詳細な新たな交通政策評価指標を確立させ
ることにより，交通フローに対するエビデンスベース
評価が可能になることは勿論，交通整備・政策の様々
なストック効果発現の多元的評価への活用も強く期待
される．
さらに長期的には，新たな技術（自動運転普及等）の

社会影響分析への拡張的展開も期待される．

1.5 プロジェクト全体のフレームと研究全体の方向性
地域による ETC2.0プローブ情報量の違いや，平常時

や観光への活用等対象とする施策の違いを考慮した上
で本研究の全体の方向性を整理すると，図-2のように
まとめられる．なお，図中のアルファベットは表-1に
示した各研究細目に相当する．
本研究では，ETC2.0プローブ情報の獲得量に依然と

表–1プロジェクトフレームの中で見た個別研究

テーマ1：都市部における交通需要・空間マネジメント
施策の分析方法論の検討
1) f!eyqr~�¤� ����0GzV�
A) Wi-Fi�¤�T2y}~f!e���¤�� z
COQ��2
B) ETC2.0�¤��;Csu�� ����\A#)�%:z6H�2F
C) nf�o]��aQ-,����zjDw�¤� ����0GV��3F

2) nf��BAb[k^0GzV�zu|zI[d'�2
D) ETC2.0�¡¤��¤��;Csu�EI[d'�� z6H�4F
E) �EI[d'�� y}~�R7b[Kyqr~>lXg0GV��4F

3) f!ez�\	?�.GzV�
F) f!ez�\<	?�0GV�zu|z3D-MFD���¢��5F
G) hb
CO��Zwsuf����������� ����z6H

テーマ2：地方圏における観光客の行動特性把握及び
周遊促進政策の分析方法論の検討
1) ETC2.0�¡¤��¤��;CsuS��z�`Q�z@ (
£
m���{S��_0GzV�

H) ETC2.0�¡¤��¤�z��¤¢£���¢�y}~S���`Q�z@ (
�6F
I) ����¤�¢��N$suS��`Q��� z5U�7F

2) ETC2.0�¡¤�w�z�\����¤��c�y;CsvS��`
Q��&+t~u|zY3£�2/:z5U

J) 9L�{�=byqr~��£i1zWi-Fi�����¢�¢�Y3z�0w¥84�M
��¡¤�y}~S��`��¤¢z@ (
�8F

K) Wi-Fi�¤�w�zk^�¤�zc�xJ��{"�*�/:z5U�9F
L) Bluetooth�Cpu�Pb[yqr~�\<�Y3zWQ�10F

して大きな地域間差異が存在する現状況を踏まえ，
• ETC2.0データのみの分析 orその他の交通ビッグ
データに依拠した分析 or両者を併用した分析

• 定常性の高い都市部の日常交通 or時間的・局所的
変動の大きい地方部の観光交通 or大規模イベント
時のような経験知の少ない交通

という二軸で「“データに基づくエビデンスベースの交
通モデル分析” という観点から，どこまでの領域をカ
バーできるのか」を探求することを企図している．
なお，ページ数の制約の都合上，本報告書では，表-1
に示した各個別研究のうち，主要成果である紫色の章
番号を付与した各研究の成果をとりまとめている．
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第 2章 ETC2.0プローブを活用した
リアルタイム交通状態推計

2.1 背景と目的
自然災害が発生すると，社会基盤施設がダメージを受

けてその機能を維持できない状況が生じる．道路ネッ
トワークの場合，浸水等により道路リンクが線的もしく
は面的に通行ができなくなる遮断状態が発生し，道路
ネットワーク全体が機能不全に陥る．災害時には交通
状態が麻痺している中で，行政は避難行動の誘導や被
災地への支援物資の運搬，道路啓開の必要性の把握な
どをしなければならない．以上のことから，時々刻々
と変化する被災地域の交通状態をリアルタイムでモニ
タリングすることが必要である．
現在，道路ネットワーク上の交通状態を把握するた

めに，車両感知器やプローブカーデータによる部分的
なモニタリングが行われている．ネットワーク全体の
詳細なモニタリングを行うために，車両感知器を主要
リンクに設置することが必要となるが費用面・情報効
率面から困難である一方，ETC2.0から得られるデータ
は，交通状態の一部を表しているにすぎないが，今後
は ETC2.0搭載車が普及することで，データが時間的・
空間的にも高分解能になることが期待される．
以上を踏まえ，本章では，ETC2.0プローブカーデー

タから得られる部分観測データを用いて，災害時の被
災エリア全体の交通状態を正確に把握するための方法
論開発を行う．人々の日々の交通行動はまったくラン
ダムなものではないため，その結果として生じるネッ
トワーク上の交通状態には，一定のパターンや統計的
特性が含まれていると考えられる．本研究では，長期
間のプローブデータを用い，ネットワーク上の道路リ
ンクがもつ交通状態の相関関係を捉えた未観測道路リ
ンクの空間的補間を行う統計モデルを構築する．その
際，過去の蓄積されたプローブデータから学習された
ネットワーク構造に部分的に観測されたリアルタイム
データを入力することで，ある単位時間に多く存在す
る未観測リンクを補間する可能性についても検討する．

2.2 交通ネットワーク状態推定モデルの構築
(1) モデリングの概要

ETC2.0プローブデータをはじめとするGPS等のデー
タから交通ネットワークの状態，具体的にはリンク速
度などを推定する手法は，既往研究を見る限り，十分
に確立されているとは言い難い状況にある．その中で
特に本研究の考え方に合致する方法として，原ら1) に
よる機械学習理論を援用した手法が挙げられる．具体
的には，過去に蓄積されたプローブカーデータから構

築した統計モデルとリアルタイムに得られた部分観測
データからネットワーク全体の交通状態を補間する手
法を提案している．ネットワークを構成する各道路リ
ンク間の相関関係を捉えた多次元正規分布によって未
観測リンクのリンク速度を同時刻の観測リンクのリン
ク速度から補間している．多次元正規分布の分散共分
散行列 (または精度行列)の推定は，膨大なパラメータ
数ゆえに推定が困難であるが，スパースモデリングで
あるグラフィカルラッソというアプローチにより分散
共分散行列の推定を行う手法を提案した．ケーススタ
ディとしてバンコク中心部のタクシープローブデータ
を用いることで，未観測リンクが高い精度で補間可能
であることと，大域的なリンク間の相関関係を捉える
ことができることを示した．
本研究と原ら1) による既往研究との違いは災害時を
対象としている点にある．それにより生じる新たな課
題として以下の二点が挙げられる．

(a) 未観測リンクの補間により，浸水等で通行不可能
であったリンクの平均速度も補間されてしまうた
め，道路ネットワークの遮断を表現することが難
しい．

(b) 災害時においては本研究で設定する統計モデルの
仮定が妥当であるとは言い難い．

本研究には災害時の実現象を表現する上でいくつか問
題点があるが，既往研究と同じ仮定・手法を用いた状
態推定を行い，災害時のネットワーク状態推定に有効
であるかを検証する．

(2) モデルの仮定
(a)リンク交通状態の定義 道路ネットワーク上の各方
向別道路リンクが交通状態をもつと設定する．各方向
別道路リンク iの集合を V とする．各時間単位（1時
間）において，道路リンクは交通状態 xi（平均リンク
速度）をもつ．ここで，x=

(
x1, . . . , x⌈V⌉

)T である．

(b)リンク交通状態の生成モデルの仮定 ネットワーク
上の道路リンク間の相関関係を把握するため，同一時
間帯の交通状態データが多次元正規分布から生成され
ていると仮定する．

x ∼ N(x|µ,
∑

) (1)

ここで，N(・)は多次元正規分布を表し，µは平均ベク
トル，Σは分散共分散行列である．
多次元正規分布のパラメータ数は平均パラメータ µ
と分散共分散行列 Σを合わせると V＋ (V + 1)/2個存
在する．リンク数が 1000本であればパラメータ数は 50
万を超えるため，柔軟な交通状態が表現可能であると
期待される．
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(3) 多次元正規分布のパラメータ推定
(a)モデル化及び推定方法 実データから多次元正規分
布のパラメータ µ ·Σを推定する方法について検討する．
まず，一つ目のアプローチはデータから最尤推定値を

求める方法である．多次元正規分布の対数尤度関数は，

log p(µ,Θ) =
|D|
2

log detΘ − 1
2

∑

d∈D

(xd − µ)TΘ(xd − µ)

(2)

で与えられる．ここでDデータの集合，xdは各データ
の交通状態である．
このとき，標本平均，標本分散共分散行列はそれぞれ，

m =
1
|D|
∑

d∈D

xd (3)

s2 =
1
|D|
∑

d∈D

(xd − µ)(xd − µ)T (4)

と定義される．対数尤度関数 (2)の µに対する偏微分
より µ = mが成り立つため，µの最尤推定値は標本平
均である．一方，対数尤度関数 (2)の Θに対する偏微
分よりΘ=S−1が成り立つが，対数尤度関数のヘッセ行
列が負となる必要条件として，

|D| ≥ V +
V(V + 1)

2
+ 1 (5)

が満たされる必要がある．このとき，Θの最尤推定
値は標本分散共分散行列の逆行列 S−1 である．
(b)正則化による精度行列構造の推定 先述の方法で生
じる過学習の問題点を「正則化」により解決する．式
(2)で示した多次元正規分布の対数尤度関数は標本分散
共分散行列 Sと精度行列Θを用いると次のように書き
直すことができる．

log p(µ,Θ) =
|D|
2

(log detΘ − tr(SΘ)) + const (6)

ここで，tr(・)はトレースを表す．この対数尤度関数に
対して L1 ノルム正則化項を加えた最適化問題を解き，
精度行列のパラメータを推定することを考える．

Θ∗ = arg max
Θ

(log detΘ − tr(SΘ) − ρ||Θ||1) (7)

ここで，||Θ||1 =
∑|V|

i=1
∑|V|

j=1 |Θi j|はΘの L1ノルムを表す．
正則化パラメータ ρについて，その値が大きければ

パラメータが動ける空間は小さくなるので，正則化が
強く，パラメータは端点解となりやすい．ρを小さくす
るにつれて，パラメータが自由に動ける空間が大きく
なり，正則化の能力は小さくなる．このように，L1 正
則化は重要でないパラメータを 0に追いやることでス
パースな解を得る方法であるが，L1 ノルムは一般に微
分不可能であるために数学的に取り扱いづらいという
問題があった．これに対し，Friedman et al. 2) は共分
散構造に対して安定した解が得られるアルゴリズムと
して，グラフィカルラッソ (GL)を提案した．この方法
は制約付き最適化問題を L1正則化項付き回帰問題に帰

着させることで解くアプローチであり，本研究におい
ても道路リンク間の共分散構造の推定にGLを用いる．
(4) 未観測リンクの補間手法
実データから推定された多次元正規分布のパラメー
タ µ,Σを用いて，未観測リンクの交通状態を補間する．
以降，計算の都合により分散共分散行列 Σの代わりに
その逆行列である精度行列 Θを用いる．
観測道路リンクの集合を O，未観測リンクの集合を

Uとし，ネットワーク全体の交通状態 x=
(
x1, . . . , x|V|

)T

を観測道路リンクの交通状態 xo，未観測リンクの交通
状態 xuに分割する．このとき，観測リンクの交通状態
が与えられたもとでの未観測リンクの確率分布は条件
付き多次元正規分布であるため，

p(xu|xo, µ,Θ) = N(xu|µu −Θ−1
uuΘuo(xo − xµo),Θ−1

uu) (8)

で与えられる．ここで,

Θ=

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣
Θuu Θuo

Θou Θoo

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦ ,µ=

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣
µu

µo

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦

とする．以上より，未観測リンクの交通状態は平均ベ
クトル µu−Θ−1

uuΘuo (xo − xu)，分散共分散行列Θ−1
uu の正

規分布に従うので，未観測リンクを補間するためには，

x̂u = arg max
xu

N(xu|µu −Θ−1
uuΘuo(xo − xµo),Θ−1

uu)

= µu −Θ−1
uuΘuo(xo − xµo) (9)

を解けば良く，条件付き多次元正規分布の平均ベクト
ルを計算することで，未観測リンクが補間される．

2.3 ETC2.0プローブデータの基礎分析
(1) 基礎分析の概要

ETC2.0プローブデータのうち，DRM単位集計結果
である様式 2-3を使用する．様式 2-3にはDRM区間単
位時間帯別平均旅行時間・旅行速度のデータが格納さ
れており，分析対象領域を構成する道路リンクの 1時
間当たりの平均旅行速度のデータの取得が可能である．
本研究では，2015年 9月の関東東北豪雨による鬼怒

川決壊で浸水の被害を受けた茨城県常総市周辺地域を
ケーススタディとする．そこで，鬼怒川決壊による浸
水区域を含む図-3に示した 4つの二次メッシュの範囲
を分析対象領域とし，基礎分析を行った．ただし，二
次メッシュ 544000に一部含まれる高速道路（常磐自動
車道）のデータに関しては，平常時と災害時でデータ
の挙動に違いが見られなかったため，今回の分析対象
からは除外した．
(2) 欠損値に関する基礎分析
平均速度の欠損値がどのように発生しているのかを
把握するため，9月 1日に取得されたリンク (欠損値を含
む)を基準に，未観測リンク数を全リンク数で除してリ
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図–3 2015年 9月 11日時点での浸水領域

図–4日別，時間帯別のリンク欠損率

ンク欠損率を算出したところ，平均リンク欠損率 69.0%
であった．

図-4は横軸に時間帯，縦軸に日付をとり，各時間帯の
欠損率 (%)をヒートマップで表したものである．色が
濃いほどリンク欠損率が高いことを示している．時間
帯毎，日毎に欠損率が大きく異なることが分かる．2015
年は，9月 5日，12日，19日，26日が土曜日，9月 6
日，13日，20日，27日が日曜日であり，9月 21日，22
日，23日も祝日であった．平日は昼間の時間帯が朝と
夜の時間帯と比べて欠損率が高くなっている．一方で，
休日は朝と夜の時間帯が昼間の時間帯と比べて欠損率
が高くなっている．

図–5取得データの速度の平均値の日変動

図–6平常時における速度分布

(3) 速度に関する基礎分析
図-5は，データ量が多い ETC2.0様式 1-2のデータ
における取得データの速度の時系列変化図である．災
害発生前の 9月 1日から 9月 10日にかけては平均速度
が 45(km/h)∼50(km/h)の範囲に収まっているが，9月
11日に 40(km/h)を切る値までに急減し，そこから 9月
18日まで 40(km/h)台前半に落ち込んでいることが分
かる．このことから，9月 10日に鬼怒川堤防が決壊し
たことにより，道路ネットワークの遮断等が生じ，局
所的な渋滞が発生していたと考えられる．この状態は
1週間程度続き，9月 19日以降は平均速度が 45(km/h)
以上に増加しているため，道路ネットワークの機能が
概ね災害発生前と同程度に，回復したと考えられる．
次に，9月 4日（平常時）と 9月 11日（災害時）そ

れぞれについて，取得データに関する速度分布図を作
成した．図-6中の灰色のグラフは平均 55(km/h)，分散
15(km/h)の正規分布に従うグラフである．図-6の結果
から，平常時の速度は法定速度の 60(km/h)付近を頂点
として，正規分布に近い分布をしている．一方で図-7の
結果から，災害時は 50(km/h)付近の他に 15(km/h)付
近にもピークがきており，二峰性の分布になっている．
このように，平常時と災害時では交通状態の性質が
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図–7災害時における速度分布

異なり，特に災害時では，単純な平均値では各時間帯
の交通状態を表せないのみならず，平常時の道路ネッ
トワークの関係性が一部崩れていると考えられる．

2.4 モデル適用と精度検証
(1) 正則化パラメータの決定と精度検証方法
用いるデータは変数（道路リンク数）に対してデー

タ数（時間帯数）が少ないため，正則化パラメータを小
さく設定しすぎると計算が困難となる．そこで，正則
化パラメータを 1から始めて 0.1刻みで小さくしなが
ら計算を行い，0.2としたところで計算できなくなった
ため，正則化パラメータを 0.3と設定した．
また，今回のデータは各時間帯データに対して欠損

値が存在するため，真値が分からないリンクについて
は予測値との比較を行うことができない．そこで，図-8
に示す検証フローに沿って精度を評価する．まず，補
間対象の各時間帯データセットの観測リンクをランダ
ムに欠損させ，欠損割合を 8割まで増加させる．次に，
補間対象でないデータセットを用いて道路ネットワー
ク構造を学習し，残りの 2割の観測リンクを入力データ
として，未観測リンクの予測値を算出する．先ほど真
値を欠損させたリンクは真値が明らかであるので，その
真値と予測値を比較することにより，精度検証を行う．
(2) モデルの予測結果

9月 4日と 9月 11日の 11時台から 15時台を対象に
未観測リンク速度の補間を行う．本研究では，第 4章
での基礎分析の結果をもとに，9月 1日から 9月 10日

図–8精度検証の流れ

表–2学習データの分類とその基準

表–3モデルの適用パターン

及び 9月 19日から 9月 30日の取得データを平常時に
おけるデータ，9月 11日から 9月 18日の取得データを
災害時におけるデータと分類する（表-2）．分類基準は
速度の平均値 45(km/h)を閾値とした．表-3のように，
学習データに全データを用いて 9月 4日と 9月 11日に
モデルを適用するパターン，学習データに平常時のデー
タを用いて 9月 4日にモデルを適用するパターン，学習
データに災害時のデータを用いて 9月 11日にモデルを
適用するパターンの 4パターンについて，未観測リン
クの平均速度を補間した結果を示す．以下では，予測
結果の精度を視覚的に把握するために，隠した真値と
予測値をプロットした図を作成した．その他に，予測
精度の定量的な評価のために RMSE（平均二乗誤差），
正解率，相関係数の 3つの指標を用いる．正解率は予
測値が “真値 ±各リンクの標準誤差”に含まれていれば
正解，そうでなければ不正解として，平均的な正解率
を算出した．
(1) パターン 1 の予測結果 パターン 1 は，学習デー
タに全データを利用して，平常時の平均リンク速度を
予測した結果である．図-9の結果から，予測値は真値
の傾向を高い精度で捉えている．真値と予測値の相関
係数は 0.73であり，かなり高い相関がある．RMSEは
12.55(km/h)，正解率は 77.9%であった．
(2)パターン 2の予測結果 パターン 2は，学習データ
に全データを利用して，災害時の平均リンク速度を予測
した結果である．図-10の結果から，予測値は真値の傾
向を概ね捉えている．真値と予測値の相関係数は 0.57
であり，やや相関がある．RMSEは 14.67(km/h)，正解
率は 69.8%であった．
(3)パターン 3の予測結果 パターン 3は，学習データ
に平常時を利用して，平常時の平均リンク速度を予測し
た結果である．図-11の結果から，予測値は真値の傾向
を概ね捉えている．真値と予測値の相関係数は 0.69で
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図–9パターン 1における真値と予測値の比較

図–10パターン 2における真値と予測値の比較

図–11パターン 3における真値と予測値の比較

あり，かなり高い相関がある．RMSEは 13.63(km/h)，
正解率は 74.9%であった．
(4)パターン 4の予測結果 パターン 4は，学習データ
に災害時を利用して，災害時の平均リンク速度を予測
した結果である．図-12の結果から，予測値は真値の傾
向を概ね捉えている．真値と予測値の相関係数は 0.59
であり，やや相関がある．RMSEは 13.69(km/h)，正解
率は 76.7%であった．
(3) 考察
各予測についての精度を図-13 に示す．この結果か

ら，全体の傾向として RMSEが小さいほど正解率は高

図–12パターン 4における真値と予測値の比較

くなっている．パターン 1が最もRMSEが小さくなり，
正解率が高くなった．次いでパターン 3，パターン 4に
ついても RMSEが 14(km/h)を下回り，正解率につい
ても 75%前後であったため精度よく推定できたと言え
る．一方，パターン 2についてはRMSEが 15(km/h)前
後であり，正解率も 70%を切ったため，パターン 1及
びパターン 3，パターン 4と比べると，補間精度は低く
なった．
一般に，学習データが多いほど道路ネットワークの

関係性を正しく学習できるため，30日間の学習データ
を使用したパターン 1とパターン 2については高い精
度が期待できると考えていた．仮説の通り，平常時の
交通状態を推定したパターン 1については最も高い精
度が出たが，災害時を推定したパターン 2については精
度が落ちた．そのため基礎分析で言及したように，災
害時には平常時の道路ネットワークの関係性が一部崩
れており，平常時のデータが災害時のデータよりも少
なかった分精度の低下につながったと考えられる．パ
ターン 3では，22日間の平常時のデータを使用し，平
常時の交通状態を推定したため高い精度が出ると考え
ていたが，全データを使って学習したパターン 1の精
度には届かない結果となった．学習データが少なかっ
たことや平常時のデータに分類した時間帯に災害時の
データが一部混在していたことが影響したと考えられ
る．パターン 4では 8日間の災害時のデータを使用し，
災害時の交通状態を推定した．学習データが少ないた
め，精度は上がらないと考えていたが同じ災害時の交
通状態を推定したパターン 2と比べて高い精度が得ら
れた．災害時のデータには平常時のデータが含まれて
いなかったため，災害時特有の道路ネットワークの関
係性が学習できていたと考えられる．
(4) 学習されたモデル構造の考察
本手法によって，推定された道路リンク間の相関構造
について考察するために，分散共分散行列をヒートマッ
プで表現する．学習データに 2015年 9月の 1ヶ月間の
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図–13モデル適用パターン別の精度評価指標の比較

図–14 2015年 9月の道路ネットワークの共分散構造

データを使ったもの（図-14），平常時のデータを使った
もの（図-15），災害時のデータを使ったもの（図-16），
それぞれについて分散共分散行列のヒートマップを作
成した．各図は，赤色が濃いほど正の相関が高く，青
色が濃いほど負の相関が高いことを示している．また，
色が薄い灰色の部分はに近い値であり，スパースであ
ることを表している．

2.5 結論と今後の課題
災害時における交通状態を把握するために，ETC2.0

プローブカーデータによって部分的に観測される平均
リンク速度の欠損値を補間する方法を検討した．過去
の蓄積された ETC2.0プローブカーデータから各道路リ
ンクの間の相関関係を捉えたモデルを構築し，同時刻
の観測リンクのリンク速度と組み合わせることで，未
観測リンクを補間した．基礎分析の結果から，災害時
においては平常時とは異なる交通状態であることが確
認されたが，本手法によって構築したモデルは，災害
時においても未観測リンクを高い精度で補間可能であ
ることを示した．
今後の課題としてまず挙げられるのが，補間精度の

図–15平常時の道路ネットワークの共分散構造

図–16災害時の道路ネットワークの共分散構造

向上である．平常時，災害時ともに既往研究と比べて
精度が十分に高いとは言えないので，以下の観点から
今後も試行錯誤したい．１つ目は学習データの不足で
ある．今回は既往研究と同じ 3日間のデータを使用し，
対象時間も 6時から 2時に設定したが，使用データの
都合により時間分解能が 1時間であったため，データ
セット数は全部で 450個にとどまっていることに限界
がある．２つ目は道路ネットワークの特性である．本
研究では，ETC2.0に格納されているデータを加工する
ことなく，そのまま用いたため，リンク長の分散が大
きくなり，2kmを超えるようなリンクも生じた．リン
ク間の相関が生じやすくなるような前処理を検討する
必要がある．
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第 3章 高速道路SA・PAでのバス乗
継サービス展開に向けた利用
者行動分析

3.1 はじめに
高速バスの乗継環境を改善するためには，乗継対象

となる路線の整備，結節点の整備及び，利用者が乗継
便等の情報を把握するためのバスロケ等の情報提供手
段が不可欠である．本研究の対象となる国土交通省関
東地方整備局管内では，三環状ネットワークの整備が
進み，都心を発着する放射方向の路線と成田空港など
を発着する環状方向のバス路線が設定され始めている．
本研究開発の一環として，バス会社間をまたぐ共通情報
プラットフォームとして，ETC2.0を活用した高速バス
ロケーションシステムの開発3) も行われており，情報
提供手段の整備も進み乗継環境を構築できる状況が整
いつつある．一方関東地方整備局管内では，多くの異
なるバス事業者が運行を行っており，複数のバス会社
の連携を促すことが乗継環境の実現には不可欠であり，
このためには乗継の需要がある路線，乗継の需要を喚
起できるようなバスダイヤの条件など需要側の情報を
とらえたうえで，乗継場所の確保や連携方法などを検
討し，実証を行うプロセスが必要である．このような
背景から，国土交通省道路局と関東地方整備局は，2018
年 11 月より「圏央道を活用した高速バス乗り換え社
会実験プレ社会実験」（http://www.ktr.mlit.go.jp/
kisha/road_00000219.html）を実施し，乗継環境の
実現に向けたニーズの把握と課題の抽出を行っている．
本研究では，上記の社会実験と連携し，現状では都

心経由での乗継による空港アクセスが中心となる関東
周辺部の空港バス利用者を想定したアンケート調査及
び Stated Preference（SP）調査を実施する．これによ
り，高速バス乗継に関して，旅行時間短縮や旅行時間
信頼性向上，乗継環境がどのようにバス路線選択に影
響を与えるかを明らかにすることを目的としている．

3.2 調査設計
先述の社会実験は，長野市から成田空港に向かう際

に，アルピコ交通・京王電鉄バスが運行する長野発バス
タ新宿着便に乗車し関越自動車道高坂サービスエリア
（SA）で，関越交通・千葉交通が運行する前橋発成田空
港着便に乗り継ぐことで圏央道経由で成田空港に到着
可能とし，都心を迂回することで渋滞を迂回し 1時間
の時間短縮ができる経路での乗車を可能とするもので
あり，あらかじめ登録を行なったモニターを対象とし
て実施したものである．なお，2019年 2月 21日から 1
か月間の社会実験期間には 1日 7便でのバス乗継実験

が予定されている
この実験を補完し，利用者の行動の特徴を把握する
ために，本研究では，Webアンケート調査を実施し高
速バス利用者の行動の実態と SP調査による高速バス乗
継時の行動の特徴を把握する．
長野市を起点とし，成田空港に向かう経路は，主に
• 長野新幹線から京成電鉄スカイライナーまたは JR
成田エクスプレスに乗り継ぐ鉄道による経路

• 高速バスによりバスタ新宿で空港リムジンバス乗
り継ぐ経路

• 高速バス（夜行）による直通経路
である．バスタ新宿での乗継経路では，乗継割引乗車
券も販売されており，高速バスの利用も想定可能な起
点となっている．

Webアンケート調査を設計し，楽天インサイトを用
いて対象地域である長野県在住のモニターに対して調
査実施のメール配信を行った．希望するモニターに対
するスクリーニング調査を実施し，得られた対象者に
Webアンケート調査を実施する形式とした．すなわち
調査は，スクリーニング調査，アンケート調査，SP調
査の 3つの部分から構成される調査となっており，以
下では，メインとなる SP調査について詳述する．
(1) SP調査

SP調査は，サービスの条件が異なる 2経路のバス路
線から利用路線を選択する 2項選択形式で，一人当た
り 5回の異なる条件に対して回答する形式とした．前
提条件として，「成田空港までの高速バス移動について，
条件の異なる 2つのルートを利用できる」ことを述べ
た後，以下の点を順番に教示した．
• 国際線利用を目的とし，航空券出発の 1時間前に
はチェックインを終わらせる必要があること

• 乗継環境のイメージ（図-17 (a)）
• ダイヤ通り，遅れがある場合の移動時間のイメー
ジ（図-17 (b)）

これらの前提条件のもと，図-17 (c)に示したように
「乗継環境」，「ダイヤ通りの総所要時間」，「乗継時間」，
「30∼60分遅れる頻度」，「60分以上遅れる頻度」，「料金」
の条件が異なる 2経路を示し選択させる．なお，都心
乗継と郊外での SA・PAでの乗継を比較分析すること
を意図しており，本研究の対象者は現状でも，都心で
の乗継が必要であることから，提示する双方のルート
ともに乗継が必要なルートとした．
• 「乗継環境」は，バスタ新宿などのバスターミナル
を想定した「屋内」と SA・PAを想定した「屋外」
の 2種類のいずれかを提示した．屋内乗継の場合
は「施設内での乗継が可能」，「施設内にコンビニ
やレストランなどが多数併設」，「商業施設が併設」
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(a)乗継環境

(b)移動時間のイメージ

(c)ルートの比較概要

図–17 SP調査で示した条件の画面イメージ

であることを，屋外乗継の場合は，「乗継待機場所
は屋外」であり，「休憩施設と売店があるが，乗継
待機場所から離れている」ことを明示した．

• 「ダイヤ通りの総所要時間」は，遅れ等が発生しな
い場合の，走行時間，乗継場所での待ち時間を含
む所要時間であり，時間通りに空港に到着すると
出発便の 2時間前に到着できるものとなっている．
設問では，「4時間」，「4時間 30分」，「5時間」，「5
時間 30分」のいずれかをランダムに設定した．

• 「乗継時間」は，遅れがない場合に「乗継環境」で
示した乗継場所で，乗継便を待つ時間である．「15
分」，「30分」，「45分」，「60分」のいずれかとした．

• 「30∼60分遅れる頻度」，「60分以上遅れる頻度」
は，渋滞等の発生に起因するバスの遅れや乗継遅
れを想定した旅行時間信頼性に対する感度を調査
することを意図した項目である．それぞれ，「5回
中 1回」，「10回中 1回」，「20回中 1回」，「40回

図–18年齢構成

図–19高速バス利用頻度

中 1回」のいずれかとした．
• 「料金」は，現況の長野発バスタ新宿乗継での成田
空港までの高速バス料金である 6000円を基準とし
て設定し，乗継前後の 2区間の料金の総計で「4400
円」，「5200円」，「5600円」，「6000円」，「6400円」，
「6800円」，「7600円」のいずれかを提示した．

3.3 調査結果
(1) 基礎分析

Webアンケートは，2018年 11月 8日（木）∼11日
（日）の 4日間に実施した．19508名メール配信し，1287
名がスクリーン調査に回答した．スクリーニング調査
の結果，2(1)の条件を満たしたうえで，実際に存在しな
い地名を回答しているなどの回答内容の信頼性がない
ものを除いた 347名分がアンケート調査の有効な回答
として得られた．また，SP調査では，このうち 332名分
1660サンプルが有効なサンプルとして得られている．
アンケート調査の有効な回答者は，男性が 209名，女
性が 138名であった．年齢構成は図-18のようになり，
50代の回答が最も多くなった．
(2) アンケート調査結果
a)回答者の特徴 回答者の高速バスの利用頻度（図-19）
は，1年に 1回程度が最多で全体の 33.4%を占める一方
で，11.8%は 1か月に 1回以上利用する高頻度な利用者
である．高速バス利用時の遅れの経験（図-20）につい
ては，55.6%を占める回答者が 30分以上の遅れを経験
しており，うち 26.2%は 60分以上の大幅な遅れを経験
していることがわかる．
高速バスの乗継に関しては，全体の 13.0%にあたる

61名が高速バス同士の乗継を経験しており，17.0%鉄
道（新幹線・特急列車等）からの乗継を経験していた．
このことより，全体の 7.6%を占める成田空港利用者よ
りも乗継の経験者は多く，成田空港路線以外にも乗継
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図–20混雑による遅れの経験

図–21移動目的

図–22遅れの状況

の需要があることがわかる．
b)高速バス利用実態 本調査の回答者の直近の高速バ
ス利用の特徴について集計結果を示す．移動目的（図-
21）は，観光目的の利用が全体の 39.5%を占め，観光以
外の私用と合計で 70.0%が仕様での高速バスの利用を
行っている．一方業務での利用は 13.0%となっている．
遅れの状況（図-22）に関しては，遅れの経験を記憶

していた回答者のうち，61.6%が遅れがなかったと回答
している一方で，38.4%が遅れを経験したと回答した．
c)利用意向 空港への到着希望時間（図-23）は，本研
究の SP調査での前提条件と同様の 2時間前が 38.6%で
最頻値となっており，SP調査の前提と多くの回答者の
空港利用時の到着希望時間の想定は一致しているとい
える．一方で，27.7%は，3時間以上前を希望到着時刻
としていることから，今後，SP調査を実施する場合に
は個人の特性に応じた到着希望時間の検討も必要と考
えられる．
乗継による高速バスの利用意向（図-24）について，半

数以上の回答者が「そう思う」，「ややそう思う」と回
答した項目は，「高速バスを利用する機会が増える」と
「成田空港周辺で前泊する必要がなくなる」であり，ま
た 43.2%が「現行の夜間直行便を利用する必要がなく
なる」と回答している．このことは，今まで選択できる
高速バスが少ないことからバスを選択できなかった回
答者や，午前の航空便に搭乗する際に選択肢がなく空
港での前泊あるいは夜行便利用を行っていた回答者が

図–23空港への到着希望時間

図–24 SAでの高速バスの乗継が可能となる場合の利用
意向

図–25乗継ルート選択に役立つ情報提供のタイミング

一定数いると推察でき，SAでの乗継によりバスの便数
を増やすことなく，このような利用者の利便性を向上
し，高速バスの利用を促進できる可能性が示唆される．

情報提供のタイミング（図-25）は，予約時が 52.2%
を占めており，旅行前にあらかじめ旅行時間を知りた
いというニーズが高い．一方で，17.0%は乗継の直前ま
での情報提供が必要だと回答しており，乗車中に乗継
の判断や到着時刻の見込みを知る上でも旅行時間情報
のニーズは高いと推察される．

3.4 高速バス選択モデル推定結果

(1) 行動モデル

2項ロジットモデルを用いて下記に示す効用関数のパ
ラメータを推定する．効用関数の変数は，SP調査で提
示した「乗継環境」，「ダイヤ通りの総所要時間」，「乗
継時間」，「30∼60分遅れる頻度」，「60分以上遅れる頻
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度」，「料金」で構成する．具体的には，
Vij =βTTxTT + βWTxWT + βCxC + βENVxENV + βGENxGEN

+ βr30,10xr30,10 + βr30,10xr30,20 + βr30,10xr30,40

+ βr60,10xr60,10 + βr60,10xr60,20 + βr60,10xr60,40

ただし，xTT :総所要時間（時），xWT :乗り換え場所で
の待ち時間（時），xC : 運賃（円），xENV : 乗継場所ダ
ミー変数（屋外: 1，屋内: 0），xGEN : 性別ダミー変数
（屋外かつ男性: 1，屋内または女性: 0），xrA,B :信頼性
ダミー変数（B回に 1度の A分の遅れが生じるとき: 1
5回に 1回 A分の遅れが生じるとき: 0)である．また，
各 βはそれぞれの変数に対応するパラメータである．
(2) 推定結果
推定結果を表-4に示す．乗継場所ダミー変数以外は

5%の有意水準で有意に推定されている．乗継場所ダ
ミー変数の標準偏差が，より大きい推定値をもつ性別
ダミー変数よりも大きいことから，屋内または屋外で
の乗継についての効用には，個人差がある可能性があ
ると推察される．また，性別ダミー変数は有意に推定
されており，性別による屋外利用に関する効用の差が
認められる．
表-5は時間に関するパラメータ及び，屋外での設置

に関する限界効用を料金項の限界効用で割ることで金
額換算したものである．この表によると，総所要時間
短縮は，1167円/時，待ち時間短縮は 892円/時となっ
ており，同じ総所要時間であれば，待ち時間が短いこ
とが望ましいという結果となった．
図-26に「30∼60分の遅れ」と「60分以上の遅れ」の

発生頻度についての効用を金額に換算したものを示す．
発生頻度が大きい場合には，「30∼60分の遅れ」と「60
分以上の遅れ」の信頼性価値の差は小さく，「30∼60分
の遅れ」の遅れは，「60分以上の遅れ」と同様に望まし
くないことがわかる．「30∼60分の遅れ」の発生頻度が
20%から 5%になることで約 30分の時間短縮効果に相
当する 608円相当の信頼性向上による効用の増加があ
り，遅れの頻度が 2.5%になることで約 1.1時間の時間
短縮効果に相当する 1312円相当の効用の増加があると
いう結果となった．このことは，利用者の経路選択の
情報提供時に，所要時間そのもの短縮効果と同時に，都
心を迂回する所要時間の信頼性向上効果を提供するこ
とで利用者の利便性の向上効果を的確に伝えることが
できることを示唆している．

3.5 おわりに
本研究では，関東周辺地域から高速バスを乗継利用

して空港アクセスを行う旅行者を想定したアンケート
調査及び SP調査を長野県在住者を対象に実施した．ア
ンケート調査の結果，回答者の 15.0%が高速バス同士

表–4推定結果

表–5時間価値・屋外での乗継場所設置価値の推定結果

図–26所要時間信頼性の価値

の乗継を経験したことがある結果が得られ，高速バス
乗継を必要とするトリップが一定数あることが示され
た．高速バスの利用者は，所要時間だけでなく，乗継
の少なさや着席の確実さを重視しているほか，鉄道の
サービスレベルが十分でない地域での都市間の公共交
通手段として重要な役割を担っていることが示唆され
た．また，SPデータを用いた離散選択モデルの推定結
果からは，旅行時間短縮や旅行時間信頼性向上，乗継
環境などの路線特性が，利用する高速バス路線選択に
与える影響を明らかになった．
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第 4章 ETC2.0プローブデータを用
いたマルコフ型経路選択モデ
ルの構築と最適混雑課金分析

4.1 背景と目的
本研究では，大規模かつ複雑なネットワークに対す

る最適混雑課金を求める手法を確立することを目的と
する．そのためには，ドライバー個人の経路選択行動，
さらに，均衡時のネットワーク全体の交通パターンを把
握する必要がある．本研究では，経路選択肢列挙を必
要としないマルコフ型の意思決定過程に基づいたデー
タ駆動型の経路選択モデルを構築し，交通量配分と最
適混雑課金に関する理論的知見を導出した上で，ケー
ススタディを行う．

4.2 既往研究のレビューと本研究の位置づけ
(1) 意思決定行動と交通量配分
経路選択行動の記述に関して，一般的には，出発地か

ら目的地までの一貫した経路単位での意思決定を考え
るパスベースのモデルが用いられている．しかし，この
手法では経路選択肢列挙の計算負荷により，大規模ネッ
トワークへの展開が困難である．これに対し，経路選択
肢列挙を行わず,目的地までのマルコフ過程による再帰
的なリンク選択を仮定したリンクベースの手法が近年
注目を集めている．これを行動理論に適用したものと
して，再帰的ロジットモデル（Recursive Logit Model:
RL4)）が，また交通均衡配分に適用したものとして，赤
松型ロジット配分5)，更にこれを一般的な離散選択モ
デルに拡張したマルコフ型交通均衡配分（Markovian
Traffic Equilibrium: MTE6)）が考案されている．
(2) 最適混雑課金
最適混雑課金に関する研究は古く，社会的限界費用

と私的限界費用の差分を課金額に設定する限界課金が
最適混雑課金となることは広く知られた原理である7)．
一般ネットワークへの拡張もなされており，確定的利用
者均衡配分 (User Equilibrium: UE)の下でも限界課金
原理が成立し総旅行時間が最小化すること8)や，確率的
利用者均衡配分（Stochastic User Equilibrium: SUE）
の下でも限界課金によりネットワークの総余剰が最大
化すること9) がそれぞれ証明されている．
(3) 本研究の位置づけ
大規模ネットワークへの適用性の高いマルコフ型経

路選択原理は近年注目を集めているが，モデルの推定
不安定性が問題視されることに加え，それを交通量配
分に適用した場合の最適混雑課金に関する議論は未着
手である．そこで本研究では，マルコフ型経路選択原
理の下での最適混雑課金の導出を念頭に，推定の安定

性を確保した経路選択モデルの構築，及び，最適混雑
課金の理論的導出とケーススタディを行う．

4.3 逐次的経路選択行動の記述
RLモデルは，経路選択肢列挙の必要がなく，大規模
ネットワークに適用が容易である反面，サイクル経路
の存在により，パラメータ推定が不可能になるという
問題を抱えている．そこで，リンクの認知度により選
択肢に重みづけを行う過程を組み込んだ認知型RLを提
案すると共に，東京首都圏でのケーススタディを行う．
(1) 逐次的経路選択モデル（RLモデル）
ネットワーク G = (A,N)(A :リンクの集合，N :ノー
ドの集合)において状態リンク kから行動リンク aに遷
移する際，旅行者は各ノードにおいて即時効用 v(a|k)と
下流効用 Vd(a)の和を最大化するようにリンク選択を
繰り返すと考える．ここで，下流効用は目的地までの
期待最大効用として得られるため，誤差項に (0, µ)の第
一種極値分布を仮定すると，

Vd
n(k) = E

[
max
a∈A(k)

(
vn(a|k) + Vd

n(a) + µεn(a)
)]
,∀k ∈ A

で記述できる（ε(a)はリンク (a)の誤差項）．
リンク選択確率は，多項ロジットとして，経路 (σ)選択
確率はリンク選択の連続としてそれぞれ定式化される．

Pd(a|k) =
e

1
µ (vn(a|k)+Vd(a))

∑
a′ e

1
µ (vn(a′ |k)+Vd(a′))

(10)

P(σ) = ΠI−1
i=0e( 1

µ (v(ki+1 |ki))+V(ki+1)−V(ki))

= e−
1
µV(k0)ΠI−1

i=0e( 1
µ (v(ki+1 |ki))

(11)

さらにサンプル (n)の対数尤度は (12)で表現される．
これを最尤推定することにより，モデルの未知のパラ
メータ (β)推定を行う．

max
β

LLn(β) =
1
N

N∑

n=1

ln P (σn;β)

=
1
µ

N∑

n=1
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⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎣
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i

)
⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎦ − V

(
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0

)
⎫⎪⎪⎬⎪⎪⎭

(12)

(2) リンク認知を考慮した新 RLモデル
リンクの認知度を用いて選択肢間の重み付けを行い

(Implicit Availability/Perception: IAP10)),推定安定性
の向上を図る．旅行者がリンク aを状態リンク kから
出発するリンク集合 A(k)の中から選択肢集合とする確
率を λ(0 ≤ λA(k)(a) ≤ 1)とすると，RLモデルの即時効
用は (13)のように書き改めることができる．

u’(a|k) = vn(a|k) + lnλA(k)(a) + ε(a) (13)

ここで，一般的に認知の程度を表す λは特定すること
が難しい．そこで本研究では，道路種別毎の認知度は，
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図–27対象エリア (80km×80km)と目的地の設定

表–6 RLモデルの推定結果 (トリップ長 30km以上)

認知型 RL 従来型 RL
パラメータ 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値
βtime (秒) −10.06 -3.20 −6.15 × 10−2 -0.32
βlen!th (m) −9.52 -2.65 −8.62 -10.55
βcost (円) −10.13 -4.49 −13.17 -17.37
βwidth (m) 10.18 34.09 11.31 12.11
βUturn −101.8 -225.6 −107.2 -2.01
βRturn −101.2 -113.2 −161.9 -8.53
βAwareness 10.14 5.67 − -
サンプル数 4, 128 4, 128
最大対数尤度 −679, 804 −17, 853
時間価値 (円/時間) 56.38 58.37

ETC2.0の走行実績から二項ロジットモデル（式 (14)）
によって推定されると考える．

λ
i
( j) =

1

1 + exp
(
−∑k γkYi

kj

) (14)

ただし，i: 意思決定者，Ykj: 認知に影響しうる変数，γk:
係数である．
(3) プローブデータを用いたパラメータ推定と考察
東京首都圏（80km×80km）を対象地として逐次的経

路選択モデルの構築を行った（図-27）．走行軌跡データ
は ETC2.0の実プローブを用いており，全 70地点を目
的地とする 13,622をサンプルデータとしてモデルの最
尤推定を行い，パラメータを推定した．推定はトリッ
プ長，認知の有無（従来型 RL/認知型 RL）により場合
分けし，全８パターン行ったが，ここでは，結果の差違
が顕著に見られた長距離トリップ (30km∼)を対象とし
た両モデルの推定結果のみを記す（表-6）．認知型 RL，
従来型 RL共に，全ての説明変数に関してパラメータ
の符号条件は論理的に整合していることが確認される．
また，認知型 RLにより，推定安定性が大きく改善す
ると共に，モデルの精度の向上が確認された．しかし，
その効果は対象とするトリップによりばらつきが見ら
れた．本研究では，認知の影響は長距離であるほど顕
著に存在した．このことから，長距離ドライバーほど，

主要道路・有料道路を選びやすい傾向にあることが示
唆される．

4.4 マルコフ型経路選択原理の下でのシステム最適配
分と最適混雑課金

前節では，マルコフ型の経路選択モデルを構築した
が，こういした逐次的な経路選択原理に従うドライバー
に対する混雑課金体系を検討することは，実ネットワー
クへの適用において重要な意義を持つ．本節では，マ
ルコフ型経路選択配分の下での最適混雑課金の理論的
導出を行い，複数の実ネットワークを対象にしたケー
ススタディを行う．
(1) マルコフ型交通均衡配分（MTE配分）

MTEでも RL同様，旅行者は即時効用と下流効用の
和を最大化するように行動すると仮定される．さらに
交通行動の利用者均衡状態を求めるため，リンクコス
ト関数，交通量保存則を考慮し，MTEは以下の不動点
問題として捉えることができる．
⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

ti j = sij(wij) ∀(i, j) ∈ A

zd
i = ti j + τd

j ∀i ∈ Nd, d ∈ D

τd
i = ϕ

d
i (ti j + τd

j ) ∀i ∈ Nd, d ∈ D

nd
i = !

d
i +
∑

k∈N−d (i) xd
ki ∀i ∈ Nd, d ∈ D

xd
ij = nd

iP ∀(i, j) ∈ Ad, d ∈ D

wij =
∑

d∈D,(i, j)∈Ad
xd

ij ∀(i, j) ∈ A

(15)

ここで，(i, j) ∈ A：始点ノード i，終点ノード jをもつ
リンク集合，ti j：リンク旅行時間，sij：リンクコスト関
数，wij：リンク交通量，zi：目的地 d ∈ Dまでの総旅
行時間，τd

j：期待旅行時間，nd
i：ノード交通量，!d

i：需
要ベクトル，N−d (i)：ノード iを終点ノードに持つリン
クの終点ノード集合，xij：目的地 dを持つリンク交通
量，P:リンク選択確率である．
リンクコスト関数 sijの単調増加性を仮定すれば，MTE
は最適化問題 (16)として記述することができる．

min
t
φ(t) !

∑

i j∈A

∫ ti j

0
s−1

i j (z)dz −
∑

d∈D

!d
i τ

d
i (t) (16)

また，これは双対問題として問題 (17)のように書き
改めることもできる．

min
(w,x)∈V

∑

i, j∈A

∫ wij

0
sij(z)dz −

∑

d∈D

χd
(
xd
)

χd
(
xd
)
= − sup

zd

∑

i j∈A

(
ϕd

i

(
zd
)
− zd

j

)
xd

ij

(17)

χdは経路選択のばらつきを示すエントロピー項である．
(2) 分散パラメータの役割

MTEの特徴の一つとして，ノード毎に分散パラメー
タ θd

i が異なるロジットモデルを設定することにより，
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ネスティッドロジットモデルと同様の誤差相関構造と，
分散不均一性を組み込むことが可能となる．
(3) 最適混雑課金の理論的導出
本節では，マルコフ型経路選択原理の下での最適混

雑課金について導出するため，ロジット型の離散選択
モデルを仮定したMTEの下で社会的総余剰の最大化問
題を解くことを考える．社会総余剰 (Z)は直接効用 (U)
と総旅行時間 (TC)の差であり，それぞれ以下のように
定義される．ここで，A+i ：ノード iを始点にもつリン
クの集合である．

U = −
∑

d∈D

∑

i!d

1
θd

i

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

∑

i j∈A+i

xd
i j ln
(
xd

ij

)
−
⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

∑

i j∈A+i

xd
i j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

ln

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

∑

i j∈A+i

xd
i j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

TC =
∑

i, j∈A

tij
(
wij
)
· wij

したがって，各ノードにおける交通量保存則を制約
条件として社会的総余剰最大化問題を，以下の最適化
問題として定式化ことができる．
min : Z(x)

=
∑

d∈D

∑

i!d

1
θd

i

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

∑

i j∈A+i

xd
i j ln
(
xd

ij

)
−
⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

∑

i j∈A+i

xd
i j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

ln

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

∑

i j∈A+i

xd
i j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

+
∑

i, j∈A

tij
(
wij
)
· wij

sub to : !d
i +
∑

k∈N−d (i)

xki =
∑

i j∈A+i

xi j

xd
ij ≥ 0, d ∈ D, (i, j) ∈ A

リンクコスト関数が単調増加のとき目的関数は狭義
凸関数となるので，全ての xij, (i, j) ∈ Aについてのクー
ン・タッカー条件は以下のように表すことができる．

1
θd

i

(
1 + ln xij

)
− 1
θd

i

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝
1 + ln

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

∑

j′∈A+i

xi j′

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠
+ Tij

+
∑

i j∈A

(
λiδterm − λ jδin

)
= 0

d ∈ D, (i, j) ∈ A

(18)

ここで，Txij =
∂
∑

i j∈A tij(xij)xij

∂xij
= ti j(xij) +

∂ti j(xij)
∂xij

xi j とおい
ている．(18)を変形して，

ln
xij∑

j′∈A+i
xi j′
= − θd

i

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝Tij +

∑

i j∈A

(
λiδterm − λ jδin

)
⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

⇐⇒
xij∑

j′∈A+i
xi j′
= exp

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝−θ

d
i

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝Tij +

∑

i j∈A

(
λiδterm − λ jδin

)
⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

(19)

であり，交通量を未定乗数を用いて表現することがで
きる．これらを元の制約条件式に，動的計画法と同様
に目的地から代入していくと，未定乗数が順に求まり，

最終的に各リンクの選択確率は以下のように表現する
ことができる．

Pd
ij =

xij∑
i j∈A xij

=
exp
(
−θd

i

(
Tij − 1

θd
i

ln
(∑

j′∈A+i
e−θ

d
i z′dj′
)))

∑
i j∈A exp

(
−θd

i

(
Tij − 1

θd
i

ln
(∑

j′∈A+i
e−θ

d
i z′dj′ )
)))

=
exp
(
−θd

i

(
txij +

∂ti j(xij)
∂xij

xi j + τ′j

))

∑
i j∈A exp

(
−θd

i

(
txij +

∂ti j(xij)
∂xij

xi j + τ′j

)) , d ∈ D

(20)

ここで，τ’d
j :一般化下流費用，z’d

j :一般化総費用である．
また，(20))の ∂ti j(xij)

∂xij
xij は，限界課金であり，外部効果

と解釈することができる．
したがって，(20)より，限界課金をそれぞれのリン
クに課すことで，MTEの下で総余剰が最大化されるこ
とが分かる．すなわち，マルコフ型経路選択原理の下
でも限界課金原理が成立することが証明された．
(4) ケーススタディ

MTEによる確率的利用者均衡配分 (MTE-UE)，及び
確率的システム最適配分 (MTE-SO)について，幾つか
のケーススタディを行った．以下では，２つの事例を
紹介する．
(5) (1) Nguyen Dupuis Network
表-28に示す，ノード数：13，リンク数：19，ODペア
数: 4のネットワークで検証を行った．なお，分散パラ
メータの設定は，リンク長に反比例し，0.5 ≤ θi ≤ 1とな
るように構造化した．MTE-UE及びMTE-SOは図-28，
表-7に示すとおりである．
(6) (2) Chicago-Sketch
ノード数：933，リンク数：2,950，ODペア数：93,135
のネットワークで検証を行った．結果は図-29，表-8に

図–28配分結果 (Nguyen Dupuis Network)
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図–29配分結果 (Chicago-Sketch)左：MTE-UE右：MTE-SO

表–7配分結果の比較：Nguyen Dupuis

MTE-UE MTE-SO MTE-UE/MTE-SO
総旅行時間 (分) 78,112 72,694 6.15
旅行者便益 (分) 2,244 2,538 0.88
社会総余剰 (分) -75,868 -70,156 1.08

表–8配分結果の比較 (Chicago-Sketch)

MTE-UE MTE-SO MTE-UE/MTE-SO
総旅行時間 (分) 233.5 × 105 201.7 × 105 1.15
旅行者便益 (分) 438.6 × 105 698.8 × 105 0.62
社会総余剰 (分) 205.1 × 105 497.1 × 105 0.41

示すとおりである．分散パラメータの設定は，リンク
長に反比例し，0.3 ≤ θi ≤ 0.6となるように構造化した．

(7) 考察

両ネットワーク共に，マルコフ型の利用者均衡配分・
システム最適配分の比較結果より，限界課金によりネッ
トワークの社会的総余剰が有意に増大することが確認
された．

4.5 まとめと今後の課題
本研究では，認知の影響を考慮した認知型 RLモデル
を構築し，東京首都圏を対象とした大規模な経路選択
モデルのパラメータ推定を行い，従来型のモデルより
も推定安定性を向上することを確認した．また，マル
コフ型経路選択原理の下での最適混雑課金・システム
最適配分について，社会的総余剰最大化を目的関数と
した最適化問題を立式することにより，限界課金原理
がパスベースの場合と同様に成立することを理論的に
示した．その上で実ネットワークでの実証分析を行い，
限界課金によるネットワークの向上を確認した．
これら二つの成果，すなわち，4.3でキャリブレートし
て特定化した経路選択行動モデルを，4.4で示したMTE
にようる交通均衡配分モデルにおいて適用することに
より，首都圏のような実ネットワークにおいても，実
際的な課金政策の分析が可能になるものと期待される．
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第 5章 3次元MFDに基づくバス専
用レーン配置と混雑課金の同
時最適化

5.1 背景と目的
都市部における深刻な渋滞は，多大な経済損失につな

がる．そのため，経済の根幹を成す都市部においては，
効率的でマルチモーダルな交通システムが必要である．
バス専用レーンは，そういった交通システムを構築す
るために世界中で最も用いられている交通需要マネジ
メントの一つである．これまでにも，バス専用レーン
の計画や運用に関する研究は多くされてきたが，未だ
にチャレンジングなトピックである．それは，都市部
の渋滞のメカニズムは複雑で，様々な要因が重なって
発生していることに起因している．
これまで，バス専用レーンの最適化を議論する際に

はネットワークレベルでの分析が主に行われてきた．
Mesbah et al. 11) 及びMesbah et al. 12) は，システムと
ユーザーの 2段階の最適化問題によって，ネットワーク
レベルでのバス専用レーンの配置を決定する枠組みを提
案している．しかし，これらの研究もまた，静的な交通
モデルを利用しているため，動的な渋滞を捉えきれない
という限界がある．交通渋滞の影響が動的かつ複雑に
波及する状況下での分析としては十分ではない．そう
した中，Zheng and Geroliminis13)では，Geroliminis
and Daganzo14) によって都市部において存在が実証
的に確認されたMacroscopic Fundamenatal Diagram
(MFD)に基づき，渋滞の特性を適切に捉えたバス専用
レーンの最適量を決定する最適化問題の枠組みを提案
した．しかし，Zheng and Geroliminis13)では，ネット
ワークでの道路空間配分の比率を決定する最適化問題に
留まっており，実際の配置場所や配置量の検討は行われ
ていない．これに対し，Zheng et al. 15)は，Geroliminis
et al. 16)によって提案された公共交通システムの特性を
都市スケールで評価できる Multimodal Macroscopic
Fundamental Diagram (mMFDまたは 3D-MFD)を用
いて，バス専用レーンの配置場所・量を決めるシミュ
レーションベースでの最適化手法を提案した．しかし，
この最適化手法の頑健性を検証した東京CBDを対象と
した研究17)では，旅行時間の変化が人々の交通手段選
択にあまり影響しない場合，この最適化手法は適さな
いことが明らかとなった．以上の議論より，深刻な渋
滞が発生するネットワークにおいてはバス専用レーン
のみの交通需要マネジメントは不十分である可能性が
示唆された．
一方で，バス専用レーンと同様に最も効率的なマネ

ジメント手法として混雑課金がある．実際に様々な方

(I) Microscopic simulation

(II) Travel cost estimation

(III) Travel behavior estimation

Equilibrium?

(IV) Demand 
adjustment

(V) Optimal?

(VII) 
Improved?

(VI) Pricing optimization

(VIII) Road space allocation 
optimization

(a)	Space	redistribution
(b) Lane allocation

(IX) Obtain (near) optimal design

Initial scenario

New road space planNew price plan

図–30バスレーン配置最適化のアルゴリズム

法 (コードン式課金や距離対課金など)での混雑課金が
研究されており18),19)，前述のMFDベースでの課金手
法も工学分野20),21) のみならず経済学分野22),23) でも盛
んに行われている．しかし，多くの研究では，単一モー
ドのネットワークに着目した分析に留まっている．実
際には，車とバスなどの公共交通は同じ道路空間を共
有し，互いに影響しあっている．また，ロンドンなどの
混雑課金導入に成功している都市では，導入すると同
時に公共交通のサービスの改善を行なっている．これ
らの観点からも，効率的なマルチモーダルな交通シス
テム構築のために，バス専用レーンと混雑課金の同時
最適化の枠組みを提案することは価値があると考える．
本研究では，Zheng et al. 15) の拡張として，バス専

用レーンと混雑課金の同時最適化モデルを提案し，シ
ミュレーションベースでの最適な混雑課金とバス専用
レーン配置を決定する問題を構築する．

5.2 手法
(1) シミュレーションに基づいたバス専用レーンと混

雑課金同時最適化手法の枠組み
ここでは，自動車とバスの二つのモードが存在する
都市交通システムを考える．そして，総旅行費用を最
小化するような混雑課金額と道路空間配置 (バス専用か
混合交通)を決定する．この手法における混雑課金のア
イデアは，課金額の変化による交通行動の変化や与え
られた需要による渋滞度合いを考慮して最適化する価
格である．一方で，バス専用レーンのアイデアは，バス
専用レーン導入による交通行動の変化とネットワーク
特性としての渋滞度合いを考慮して最適化されるもの
である．最適化の手順を要約したアルゴリズムを図-30
に示す．手順は以下の通りである，
(a) 与えられた交通需要 (OD表及び交通手段選択)及
びネットワーク構造，混雑課金額におけるシミュ
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図–31 (a)サンフランシスコネットワークの 3D-MFD，(b) 3D-vMFDの等高線図，(c) 3D-pMFDの等高線図16)

レーションの実行
(b) シミュレーションの結果から旅行費用を算出
(c) 後述の式によって，出発時刻選択と交通手段選択
を計算．計算された選択の変化が閾値以下の場合，
手順 5へ．それ以外の場合は，手順 4へ．

(d) 手順 3で計算された選択の変化を需要に適用し，手
順 1へ．

(e) 3D-vMFD(定義と特性は後述) によって表現され
る，与えられた需要に対する渋滞域が存在する場
合は手順 6へ．それ以外の場合は，手順 7へ．

(f) 手順 5で確認された渋滞度合いに応じて，式によっ
て混雑課金の課金額を決定．課金額をアップデー
トし，手順 1へ．

(g) 3D-pMFD(定義と特性は後述)によって表現される
ネットワークの特性としての渋滞域が存在する場
合は，手順 8へ．それ以外の場合は，手順 9へ．

(h) 手順 7によって確認された渋滞度合いに応じて，上
位レベルでは式によってバス専用レーンの配置量
を決定し，下位レベルでは最も単位距離あたりの
遅れ時間が高いリンクを含むコリドーに対して追
加分のレーンを配置する．そして，バス専用レー
ンのプロファイルをアップデートし，手順 1へ．

(i) 最適な計画の取得

(2) ネットワークレベルの交通状態モデル：3D-MFD

マルチモーダルを考慮した上でネットワークスケー
ルでの動的な渋滞現象を捉えるため 3D-MFD を用い
る．3D-MFD は，Geroliminis et al. 16) によって提案
された一般車とバスなどの公共交通の混在したマルチ
モーダルな交通システムを評価できる拡張MFDであ
る．Geroliminis et al. 16)では，サンフランシスコのネッ
トワークを用い，交通ミクロシミュレーションの結果を
利用して 3D-MFDを図化している．図-31(b)は，3D-
vMFDの等高線図で，暖色になるほどエリア内の車両
ベース交通量が多いことを表している．この図より，バ
スの存在台数（縦軸）の増加に伴い総交通量（等高線図）
が単調に減少していることから，バスが混在しない交通
状況の方がネットワークの総交通量が高くなり望まし
いことがわかる．しかし，バスの乗客人数が一般乗用車

に比べて多いことを考えると車両ベースでの評価方法は
適切だとは言えない．そこで，図-31(c)のように人ベー
スの 3D-pMFD が新たに提案されている．3D-pMFD
では，バスなどの公共交通の混在は，一定程度までは
ネットワークのパフォーマンスに正の影響を与えるこ
とを示している．また，一般車の密度が 2000 veh/km，
バスの密度が 200 veh/kmの付近，つまり約 10%のバ
スの混在で最大総交通量に達していることが図-31(c)か
ら確認できる．以上より，3D-pMFDはモード間のバ
ランスを考慮したマルチモーダル交通システム最適化
の指標として有用である．この動的な交通モデルと乗
客人数の観点の組合せは道路空間配置の決定において
重要な観点であるにもかかわらず，あまり分析されて
こなかった．
また，3D-MFDは本研究で重要になる以下のような
特性をもっている．3D-vMFDはネットワークのイン
フラによって形状が決定するものであり，需要によって
変化しない，一方で 3D-pMFDは，バスの乗客数によっ
て形状が変化するため，混雑課金の課金額で (車からバ
スへのモードシフトが起こるため)形状が変化する．つ
まり，3D-pMFDは決定された混雑課金とネットワー
クのインフラ (バス専用レーンを含む)の全体の特性と
して評価することに適しているモデルである．一方で，
混雑課金の設定には，前述の通り 3D-pMFDの形状は
課金額によって変化してしまうため，評価が困難になっ
てしまう．そのため，混雑課金の設定には，課金額に
よって形状が変化しない 3D-vMFDを用いている．

(3) 集計型ネスティッドロジットモデル
人々は混雑課金や道路空間の変化に応じて出発時間
や交通手段の変更を行うと考え，出発時刻と交通手段
の同時選択モデルを構築する．まず，混雑課金や道路
空間の変化による交通手段行動を以下の様な集計型の
二項ロジットモデルによって記述する．

Pm,ti =
eµUm,ti

∑
m∈N eµUm,ti

(21)

Uc,ti = ASC + βtime,cTTc,ti + βcost(Costc + pti ) (22)

Ub,ti = βtime,bTTb,ti (23)
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ここで，Pm,ti 及びUm,ti はタイムステップ tiにおける交
通手段 mの選択確率及び効用，µをスケールパラメー
タ，ASCを定数項，TTm,ti をタイムステップ ti におけ
る交通手段mの平均旅行速度，Costcを自動車利用の固
定費用，pti をタイムステップ ti における混雑課金額，
Nを選択肢群，βをパラメータとする．
混雑課金の導入はモードシフトを促すだけでなく，

人々の出発時刻の変更にも影響するため，本研究では
以下の α−β−γ型24)の出発時刻選択モデルを考える．

Pti =
eµUti

∑
tj∈T eµUtj

(24)

Uti =ASCti + αTTti + βmax{0, t∗ − (ti + TTti )}
+ γmax{0, (ti + TTti − t∗)}

(25)

ここで，Pti と Uti を，タイムステップ ti における総
需要に対する比率及び効用，ASCti をタイムステップ
ti に対する定数項とする．また，ここで用いる TTti

は上述の交通手段選択モデルのログサム変数 (TTti =

1/|βtime| ln (eµUc,ti + eµUb,ti ))から計算する．交通手段選択
モデルのログサム変数から出発時刻選択モデルで用い
る旅行時間を算出することで，両モデルをネスティッ
ドロジットモデルと見立てることができ，混雑課金の
変化が出発時刻選択に与える影響を考慮できる．
(4) 3D-vMFDに基づく時間帯別混雑課金
図-31(b)より，バイモーダルシステムにおける自動車

の臨界存在台数は，バスの存在台数に依存することが
わかる．よって，バイモーダルシステムの混雑課金に
よる制御を考える際には，3D-vMFDを用いるのが適切
である．手法の基本的なアイデアは Zheng et al. 21) と
同様で，混雑課金を課すことで，ネットワークの状態
を最適もしくはわずかに下回る状態を維持することで
ある．ネットワークが最適な状態とは，ここではバス
の存在台数が与件の中でスループットを最大化させる
ことに相当する．まず，現状の混雑課金プラン l− 1に
おけるシミュレーション結果から，3D-vMFDによって
表される交通状態を確認する．スループットを最大化
させる臨界存在台数を超える存在台数の交通状態があ
れば，以下の式によって混雑課金のプランを更新する．

pl,ti = max{0, pl−1,ti + c(nc
l,ti
− nc

cr(n
b
l,ti

))} (26)

ここで，pl,ti を混雑課金プラン lのタイムステップ ti

における課金額，nc
l,ti
をタイムステップ tiにおけるバス

存在台数が与件の中での自動車の臨界存在台数 nc
cr(nb

l,ti
)

を超える存在台数の平均存在台数，c を，制御工学の
手法や微調整によって得られるパラメータとする．式
(26)は，次の混雑課金プランは現状の混雑課金プラン
による渋滞度合いに応じて更新されることを表してい
る．この制御によって，過度に課金された場合でも次

図–32対象地域の概況図 (白線：対象エリア内道路網)

の混雑課金プランでは混雑課金を減少させることが可
能となる．
(5) バス専用レーンの再配置
バス専用レーンの再配置の社会的目標は，エリア全体
の（人ベースでの）渋滞量を減少させること，すなわち，
前述の 3D-pMFDのスループットを最大化させること
に相当すると考える．どのリンクを専用レーンとする
かという問題は，原理的には組合せ最適化問題の考え方
になり，多様な再配置方法が考えられ，Zheng et al. 15)

で四つの具体的な再配置方法が提案されている．本研
究ではこのうち，実現可能性の観点から考えコリドー
ベースでの配置を実施する．これは，「バス専用レーン
の導入が可能なコリドーの中で，単位距離当りの旅行
遅れ時間のランクが高いリンクを含むコリドーからバ
ス専用レーンを配置する」というものである．
そして，交通状況の改善がみられないにもかかわら

ず，バス専用レーンがアルゴリズムの反復毎に増加す
るようなサイクルを回避するために，総旅行費用が一
つ前のシナリオより大きくなる場合は，最適化問題に
おいてバス専用レーンの割合の減少を可能にする以下
の式で表される制約を設ける．

Xi+1 = Xi + ∆(nc
i − nc

cr,i) + Γ(n
b
i − nb

cr,i) (27)

ここで，i を i 番目に考慮した空間再配置計画，Xi を
バス専用レーンの割合，nc

i , nb
i を平均存在台数を表し，

nc
cr,i, nb

cr,i を臨界存在台数とする．これは標準的な多変
量 P制御であり，γは，空間再配分の変化割合に影響
する制御パラメータとする．

5.3 ケーススタディと結果
東京都心部の東京駅周辺エリアを対象地域として提
案した手法を適用する．本研究では，マイクロ交通シ
ミュレータ Aimsunを用いて交通流動を再現する．対
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図–33 (a)東京 23区からの自動車の出発時刻分布，(b)埼玉県，千葉県，神奈川県から東京 23区への自動車の到着
時刻分布，(c)その他の道府県から東京 23区への自動車の到着時刻分布，(d)東京 23区からの貨物車の出発
時刻分布，(e)埼玉県，千葉県，神奈川県から東京 23区への貨物車の到着時刻分布，(f)その他の道府県か
ら東京 23区への貨物車の到着時刻分布，

象地域の面積は約 9km2で，図-32に対象地域の概況を
示す．また，シミュレーションの対象時間帯は，午前
六時からの四時間とする．このケーススタディでのタ
イムステップは 30分区切りとする (例えば，午前六時
から午前六時半を t1)．上述の交通行動モデル以外のモ
デルは Aimsunによって外生的に決定している．経路
選択モデルは多項ロジットモデルを採用し，効用関数
は期待旅行時間によって構成される．Dialパラメータ
と経路選択群の割合は，Yoshii and Kuwahara25) を参
考に，それぞれ 0.01[1/秒]と 50%とする．信号のサイ
クル長に関しては道路規格に応じて 102秒から 141秒
の範囲で設定した．

(1) ネットワークと交通需要

道路ネットワークは，日本デジタル道路地図協会の
DRM データを用いて，道路規格の分類によるその他
の道路などを除いた主要な幹線道路をインポートし，
修正を加えた上で構築した．構築したネットワークは，

2,690リンクと 816ノードで構成されている．総道路長
は 141.1kmで，図-32の白線が対象の道路網となる．

自動車OD表は，平成 27年度道路交通センサスより
作成した．まず，あらかじめ決められているセンサス
Bゾーンより，対象地域である千代田区 1，2区，中央
区 1，2，3区，港区 5区，台東区 1，2区，文京区を抽出
する．なお，文京区などのエリアの一部分のみが対象
になっている場合は，対象道路ネットワークがカバー
している面積に基づいて需要を配分するものとする．

道路交通センサスでは，日単位 OD交通量としての
みデータが提供されているため，マスターデータに立ち
戻り，各車両に付与された拡大係数で重み付けを行った
上で出発/到着時刻分布を出発地別に求め（図-33），こ
れを日 OD交通量に乗じることで時間帯別 OD表を作
成した．その際簡易化のため，地域毎に交通需要を統
合して，外—内，外—外 OD交通量を設定した．その
上で，それぞれ計算された需要を，高速道路と一般道
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表–9交通行動モデルの推定結果

パラメータ 値 t 値
ASC 3.61 10.54
βtime,c -0.433 -7.60
βtime,b -0.207 3.40
βcost -0.00072 -3.85
βurban -1.85 -12.74

Observations:2586
Initial log likelihood:-1729.479
Final log likelihood:-679.449
Rho-square: 0.621
Adjusted rho-square: 0.618

路利用に配分した．これは，道路交通センサスの高速
道路有無に関するデータから，出発時刻分布の分類ご
とにそれぞれの利用割合を算出し，適用している．そ
の結果，16 × 16の時間帯別OD表に集約された．ただ
し，図-33からも確認できる通り，一般自動車と貨物車
の出発/到着時刻分布は明らかに異なるため，OD表は
それぞれに分けて作成した．そして，貨物車からバス
へのモードシフトは考えられないため，本研究では貨
物車の需要は固定とする．
バスに関しては，都バスのみを考慮している．また，

バスの運行頻度は，路線によって異なり，5分間隔から
45分間隔までとなっている．また，各バス停での停車
時間は，平均 15秒，標準偏差 10秒と仮定した．
(2) 交通行動モデル

2005年に実施されたパーソントリップ調査のデータ
を用いて交通手段モデルのパラメータを推定する．通
勤目的のトリップに関するデータから，バスか自動車
を通勤の交通手段としているサンプルを抽出した．構
築したモデルは以下の式である．

Uc = ASC + βtime,cTTc + βcostCostc + βurbanUrban (28)

Ub = βtime,bTTb + βcostCostb (29)

ここで，Urbanは，車利用に対する抵抗を表すダミー変
数である (出発地の車の交通分担率が 20％以下の場合
1,それ以外の場合 0)．推定結果を表-9に示す．修正済
み決定係数が 0.618と信頼度の高いモデルであると言え
る．また，パラメータの符号も直感と合う符号になって
おり，t検定からも統計的に有意なパラメータである．最
適化の過程でUrbanダミーと車及びバスの固定費用は
変化しないため，平均値 (Costc = 378[円], Costb = 210[
円], Urban = 0.184)を上式に代入する．よって，以下
の式を最適化における交通手段選択モデルとする．

Uc = 3.42 − 0.433TTc − 0.00072(378 + pti ) (30)

Ub = −0.207TTb (31)

出発時刻モデルのパラメータに関しては，Kato et al. 26)

を参考に αを 39.3[円/分]に設定し，Small27)を参考に
β = 0.609αと γ = 2.377αに設定した．そして，現状を

(a) Emprical MFD

(b) MFD calibrated

図–34 MFD（(a)実データ，(b)シミュレーション）

再現したシミュレーション結果から，定数項とスケー
ルパラメータは以下の最小二乗法により推定した．

min
µ,ASCti

∑{
(paxb,ti ×Db,ti + 1.3 ×Dc,ti ) − TD × Pti

}2
(32)

ここで，paxb,ti を自動車の平均乗車人数を 1.3人に仮定
した際のシミュレーション結果から算出されるタイム
ステップ tiにおけるバス１台あたりの平均乗車人数で，
Dm,ti は，シミュレーション結果から算出されたモード
mのタイムステップ tiにおける車両ベースの需要，TD
を乗客ベースの総需要とする．
(3) 現況再現性
以上のシミュレーション設定の妥当性を検証するた
め，対象地域内の感知器 1,628機の 2017年 7月 14日に
収集されたデータと比較し再現性を確認する．これらの
感知器は幹線道路上に 60m ∼ 100m間隔で設置されて
おり，オキュパンシーと車両カウントが 2.5分毎に収集
されたデータである．今回のような大きなエリアにおい
て，ミクロレベルの詳細なキャリブレーションは非効率
であるため，MFDベースのキャリブレーションを行う．
図-34(a)は実データから推計したMFDで，図-34(b)は
シミュレーション結果から推計したMFDである．図
よりどちらのMFDも最大スループットが約 700台/km
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(a) 3D-vMFD(青点は５分毎の交通状態をプロットした点)

(b)自動車の交通密度の時系列

図–35現状需要に対するシミュレーション結果

であることが確認できる．また，図-34(a)の赤いプロッ
トはシミュレーションと同じ時間帯のデータを表して
おり，赤いプロットの最大密度はシミュレーションから
得られた最大密度に近い値を示している．よって，こ
れらのシミュレーション設定がある程度の精度で現実
を再現できていると言える．
(4) 最適化結果
まず東京ネットワークの 3D-MFDの特性を分析する．

図-35(a)は現況のネットワークの 3D-vMFDを示して
おり，バスが存在しない状態が最大スループットを生み
出すことがわかり，既存研究で示された 3D-vMFDの
特性と一致している．また，スループットは自動車の
交通密度が 16 veh/kmから 19 veh/kmほどの交通状態
の時に最大化されることがわかる．一方で，図-35(a)に
示した 3D-pMFDの特性は，バスの存在がスループッ
トを向上させるという点で，3D-vMFDの特性とは異な
る．乗客ベースのスループットは，自動車の交通密度
が 13 veh/kmから 17 veh/kmかつ，バスの交通密度が
0.5 veh/kmから 0.8 veh/kmの時に最大化されること

がわかる．これは約 5%バスが混合している時にスルー
プットが最大化されることを表しており，ある程度の
バスオペレーションはネットワークのパフォーマンス
を向上させることを意味する．この特性も既存研究で
示された特性と一致しているが，Zheng et al. 15)で用い
られたジュネーブネットワークでは約 10%の混合率が
最適であったことと比較すると，東京ネットワークに
おけるバス運行の効果は比較的低いことがわかる．
図-35(a)内に示された青点は，現状の需要に対するシ
ミュレーション結果から推計された 5分毎の交通状態
をプロットしたものである．明らかにある時間帯の交
通状態は臨界密度を超えた渋滞した状態であり，自動
車の最大交通密度は約 23 veh/kmまで達している．交
通密度の時系列を示した図-35(b)を見ると，07:30から
08:30の時間帯で交通密度が臨界密度を超えていること
がわかる．そこで，最適化アルゴリズムによって混雑
課金額を算出すると，最終的に 07:30から 08:00に 1000
円，08:00から 08:30に 500円を課金することが最適で
あった．課金後の交通状態は，図-36(a)内の青点で示し
てある通り，どの時間帯でも臨界密度内に制御できてい
ることがわかる．しかし，ネットワークの特性である
3D-pMFDを見てみると，自動車密度が 20 veh/kmを
超えた部分の渋滞域が確認できる．また，最大スルー
プットと比較すると，これら渋滞域のスループットは
約 15%減少している．
これより道路空間の再配置が必要であることが示唆
される．最適化アルゴリズムの結果として，4.7%のバス
専用レーンの配置の場合 (最適な道路空間配置)と 6.4%
のバス専用レーンの配置の場合 (過度なバス専用レーン
の供給)を，それぞれ図-36(b),(c)と図-37(b),(c)に示す．
それぞれの場合の混雑課金の課金額は，4.7%の道路空
間配置の場合は 07:30から 08:00に 900円，08:00から
08:30に 300円を課金，6.4%の道路空間配置の場合は
07:30から 08:00に 900円を課金するのが最適であった．
図-36(b),(c)より，どちらの場合もどの時間帯において
も交通状態が臨界密度より低いことがわかる．バス専
用レーンの割合が増えるに応じて混雑課金の課金額が
減少している要因として，バス専用レーンによって自
動車の渋滞が減少することが挙げられる．これは，バ
ス専用レーンによってバスの旅行時間が減少され車か
らバスへのモードシフトが生じることに起因する．た
だし，これ以上の過度なバス専用レーンの供給は混雑
課金の課金額を上昇させる．なぜなら，バス専用レー
ンによるモードシフトの効果よりバス専用レーンが一
般車両への交通容量を減少させる効果の方が大きくな
り，渋滞がより深刻になるからである．

6.4%の道路空間配置の場合の最適課金の方が低い混
雑課金のため，より良い課金に見えるが，効率性の観点
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表–10各道路空間配置における総収入，総旅行時間減少
分，混雑課金の効率性の比較

道路空間配置 [%] TTP [円] TPTTS [時間] 効率性
0 73,861,450 1,543.45 0.049

4.7 55,577,340 2,049.81 0.087
6.4 46,358,910 1,669.93 0.085

から考えると，4.7%の道路空間配置の場合の混雑課金
の方がより効率的であるといえる．表-10は，自動車利
用者から支払われた総混雑課金額 (TTP)と人ベースの
総旅行時間減少分 (TPTTS)と効率性 (TPTTSに時間価
値を乗じ，TTPで除した値)をまとめたものである．効
率性は政策の受容性という観点から非常に重要になっ
てくる値だが，4.7%の道路空間配置の場合の混雑課金
の方が，より良い混雑課金の計画であるといえる．し
かし，どの混雑課金の計画も依然低い値を示しており，
課金収入をバス運賃の補助などに配分することによっ
て効率性は高くなる28)．
また，ネットワークの特性である 3D-pMFDに関し
ては，4.7%の道路空間配置の場合はほとんどの渋滞域
は発生しておらず，最適な道路空間配置であるといえ
る．一方で，6.4%の道路空間配置の場合は，バスの臨界
交通密度を超えた渋滞域 (バス密度 0.8veh/km以上の
領域)は発生していないが，自動車の臨界交通密度を超
えた部分で渋滞域が発生している．その渋滞域でのス
ループットの最大スループットと比較した減少率は約
18%であった．また，最適な領域も確認できず，バス専
用レーンの過剰配置であるといえる．以上より，4.7%
の道路空間配置の場合が混雑課金の観点からも道路空
間配置の観点からも最適であることが示された．
次に，バス専用レーンの配置箇所について，4.7%の
道路空間配置を図-38(a) に示す．図の赤線が配置され
たバス専用レーンを表しており，多くのバス専用レー
ンは渋滞が深刻なエリアのひとつである東京駅周辺の
コリドーに配置されていることがわかる．一方図-38(b)
に示された 6.4%の道路空間配置の場合では渋滞が深刻
ではあるものの東京駅周辺と比較すると渋滞の少ない
エリアに配置されていることがわかる．その結果，上述
のようなバス専用レーンの配置になったと考えられる．

5.4 結論
本研究では，Three-dimensional macroscopic fun-

damental diagramに基づいた混雑課金とバス専用レー
ンの同時最適化の枠組みを提案した．最適混雑課金は
公共交通と自動車の相互関係を記述するのに適した 3D-
vMFDに基づき決定し，道路空間配置はネットワーク
の特性として人ベースの 3D-pMFDによって最適化し

た．よって，本枠組みでは，交通需要による渋滞費用を
混雑課金で制御し，ネットワークの特性としての渋滞
費用を道路空間配置によって制御するものである．そ
れに加え，集計型ネスティッドロジットモデルによっ
て，それぞれの施策によって人々の出発時刻と交通手
段の選択行動を記述した．
提案した最適化手法を適用するため，まず対象地域で
ある東京都市部のエリアの詳細なシミュレーション設
定を行った．出発時刻選択と交通手段選択のモデルの
パラメータはパーソントリップ調査などの実際のデータ
を用いて推定し，シミュレーションのキャリブレーショ
ンは感知器のデータを用いてMFDに基づいたキャリブ
レーションを行った．詳細な設定を行ったシミュレー
ションから得られた東京都心部のエリアの 3D-pMFD
の特性として，約 5%バスが混合している時にスルー
プットが最大化されることを確認した．これは，既存
研究のジュネーブのネットワーク15)やサンフランシス
コ16)のネットワークと比較して，バス運行の効果が低
いことを表している．バス運行の効果を向上させるに
は，バス運行ルートや運行頻度などのバスネットワー
クのデザインを行う必要があり，バス運行の効果を向
上させるデザインの提案は今後の課題の一つである．
そして，東京都心部をケーススタディとして提案し

た最適化手法を適用した．最適化の結果，4.7%の道路
空間配置の場合が最適な道路空間配置となり，07:30か
ら 08:00に 900円，08:00から 08:30に 300円を課金す
ることが最適な混雑課金となることがわかった．これ
らの施策を実施すると，現況の需要に対してはどの時
間帯でも 3D-vMFDにおいて渋滞域が発生せず，ネッ
トワークの特性としても 3D-pMFDでもほとんど渋滞
域は発生しないことを確認した．また，他の計画と比
べ，混雑課金の効率性という面でも 4.7%の道路空間配
置の場合が最も効率的であることも確認された．
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(a) (b) (c)

図–36バス専用レーンが (a)0%,(b)4.7%,(c)6.7%道路空間配置された場合の 3D-vMFD(青点は最適混雑課金後の５
分毎の交通状態をプロットしたもの)

(a) (b) (c)

図–37バス専用レーンが (a)0%,(b)4.7%,(c)6.7%道路空間配置された場合の 3D-pMFD(青点は 3D-pMFDを作成す
るために用いたデータをプロットしたもの)

(a) (b) (c)

Tokyo Station

図–38 (a)4.7%,(b)6.7%の道路空間配置時のバス専用レーンの配置箇所,(c)東京駅の所在地
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第 6章 ETC2.0プローブを用いた移
動・滞在パターンの類型化

6.1 背景と目的
近年，我が国では，ICカードの使用場所履歴やスマー

トフォン，ETC2.0や民間のプローブデータなどのビッ
グデータの蓄積，活用が進みつつある．これらのデー
タは従来の交通量調査やアンケート調査に比べ，面的
かつリアルタイムに人々の移動や滞在を把握できるこ
とから，新たな統計データとして近年注目されている.

ETC2.0プローブのような移動軌跡データでは，各車
両のトリップをつなげていくと，それらは出発，移動，
滞在を繰り返すことから，その車両毎の移動・滞在ト
リップの特徴を定量的に分析することが可能となる．例
えば，平井ら29)は，ETC2.0プローブデータを用いて，
高速道路における車両個々の休憩行動のデータベース
を構築し，それを基に休憩行動の実態について明らか
にしている．三好ら30)は，パーキングエリアにおける
立ち寄り車両数や滞在時間などの推計を行い，ETC2.0
プローブデータの施設利用状況分析への活用可能性に
ついて検討を重ねている．このように，ETC2.0プロー
ブデータにより，経路や滞在箇所の選択確率，滞在時
間などを定量的に捉え，広域的なエリアを対象に，交
通行動の特徴やパターンをつかむことが可能と考えら
れる．しかし，今後の ETC2.0の普及を考えると，デー
タは膨大となり，上記のような特徴の把握が困難とな
ることから，これらのデータを統一的に処理し，交通
行動のパターンを的確につかむ方法が必要となる．
本章では，ETC2.0プローブデータとクラスター分析

による移動・滞在トリップの類型化手法について検討
する．膨大な車両データを，移動・滞在トリップの類
似性から類型化し，それらを的確に集約することがで
きれば，代表的な移動パターンの発生割合や各スポッ
トでの滞在時間などを推計，可視化することができる．
広域的かつ定量的な分析であるため，対象エリア内や
エリアへのアクセス上での観光ルートの提案，観光拠
点配置等の計画立案の参照情報と成り得る．
現在の ETC2.0の普及状況を勘案の上，本章では，次

の 2つのケーススタディを設定し，本手法の有効性に
ついて検討する．

• ケーススタディ A（2点間における移動・滞在パ
ターンの分析）データ数が比較的多い札幌→苫小
牧の 2点間を走行する車両の移動・滞在パターン
について分析する．

• ケーススタディ B（エリアに向かう移動・滞在パ
ターンの分析）データ数は少ないが，観光周遊に
関する分析として，世界的にも有名な観光地であ

るニセコ町を対象に，当該エリアに流入する車両
の移動・滞在パターンについて分析する．

6.2 データの概要
ETC2.0プローブは，車両に搭載された対応カーナビ
から ETC2.0端末に位置情報や速度などのデータを送
信して記録されたものであり，各所に設置された路側
機（経路情報収集装置）に接近すると，過去 80km分
のデータがアップリンクされる．北海道における路側
機は，214箇所（平成 27年 12月現在）あり，ほとんど
の高速道路・主要国道でのデータのアップリンクが可
能な状態であり，途中経由の様々な路線におけるデー
タが蓄積されている．
現在，北海道における路側機は札幌市周辺に集中し

ていることから，札幌市発着のデータが大部分を占め
ている．札幌市発のトリップを調べたところ，苫小牧
市を到着とするケースが多いことがわかった．そこで，
ケーススタディ Aとして，データ数が多く，道の駅や
商業施設が点在する国道 36号を中心とした札幌－苫小
牧間の移動・滞在トリップを分析対象とした．図 39の
右側に示すように，札幌市側にゲートA，苫小牧市側に
ゲート Bをそれぞれ出発地，到着地として設定し，A，
Bの順でゲートを通過する車両データを抽出した．
また，データ数は少ないが，観光エリアにおけるケー
ススタディ Bとして，各地からニセコ町に流入する移
動・滞在トリップを分析対象とした（図 39右側）．こ
こでは，ゲート C∼Gを設定し，これらを通過して町内
に入る車両データを抽出した．出発地は各車両の最初
のトリップ発生地点，到着地は通過したゲートとした．
上記の ETC2.0プローブの対象観測期間は，2015年

2月から 2017年 3月の 2年 1ヶ月間である．以下の分
析では，データに収録されている内，車両 ID，トリッ
プ ID，緯度，経度，観測時刻の情報を用いた．

6.3 移動・滞在トリップの類型化手法
本章は，利用ルートや滞在箇所，各スポットでの滞
在時間の傾向が類似するデータをパターンとして抽出
することを目的としている．これには，トリップの緯
度，経度，観測時刻を特徴量としたクラスター分析に
より類型化が可能と考えられる．しかし，上記の方法
で抽出した車両データは，車両毎に，利用ルート，ト
リップ数，滞在箇所・時間，サンプリング間隔，全所要
時間が異なり，データ数が揃っていないことからクラ
スター分析が適用できない．そこで，以下に示す方法
で，データ数の統一を行った（図 40）．
まず，全ての車両の出発時刻を t=0とし，スタート
の時点を揃える．次に，同一車両内で，複数のトリッ
プがある場合は，トリップ終了から次のトリップ開始
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図–39ゲートの設定（左：ニセコ町右：札幌→苫小牧間）
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図–40データ数の統一方法（一例）

までをその地点における「滞在」とみなし，その間の
緯度，経度を前トリップの終了時点のまま維持させる．
また，車両毎に到着までの全所要時間が異なるため，こ
の全所要時間が最大となる車両に合わせ，その到着時
間まで，他の車両は，到着後，その箇所に「滞在」して
いるものとみなす．図 40左には，この「滞在」の状態
を点線で表している．最後に，同図の右側に示すよう
に，これらのデータに線形補完を適用し，一定の時間
間隔の緯度，経度を算出した．なお，時間間隔は，長い
ほど空間的な解像度が低下する．ここでは，幾つかの
時間間隔を試した上で，解析コストと解像度の両面を
考え，5分を採用することとした．
以上の処理により，車両毎に 5分間隔毎の緯度，経

度のデータが得られる．この各時点の緯度，経度を特
徴量として，クラスター分析（Ward法）を適用し，幾
つかのクラスターに類型化する．さらに，クラスター
内における各時点の緯度，経度の中央値を算出し，そ
のクラスター内の車両を集約した．中央値を使用する
ことにより，クラスター内の異常値の影響を除外でき
るとともに，各車両を代表するような軌跡が得られる
と考えられる．
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図–41札幌→苫小牧間における移動・滞在トリップのクラスター分析結果

図–42ニセコ町に流入する移動・滞在トリップのクラスター分析結果

6.4 移動・滞在パターンの把握
(1) ケーススタディ A（2点間の移動・滞在パターン

の分析）
札幌→苫小牧間を移動する車両データにクラスター

分析を適用した結果を図 41に示す．クラスター数の設
定については，対象地域を考慮の上で検討が必要であ
るが，ここでは，試行的に 8つのクラスターに類型化
し，それらの特徴を見ることとした．図右側は，中央
値により各クラスターの車両データを集約したもので
ある．同図の底面には，3次メッシュ単位で全車両の平
均滞在時間を集計した結果を示している．
クラスター Aでは，大曲の自動車工場付近で滞在時

間が 8時間程度あることから，業務目的のケースと考
えられる．クラスター B，C，D，Eでは，千歳市周辺

での滞在が見られるが，そこでの滞在時間や，他の箇所
での滞在パターンが異なる．例えば，クラスター Cは
北広島周辺で 1時間程度の滞在の後，新千歳空港周辺
に向かい，そこで 2時間程度の滞在となるパターンと
言える．クラスター Fも同様であるが，空港周辺での
滞在が短い．クラスターHは，苫小牧方面へ直行して
いるパターンであり，対象区間は，札幌→苫小牧間の
移動がほとんどであり途中スポットでの観光と言える
周遊，滞在は少ないことがわかる．このようなパター
ンについては，元の車両データを詳細に調べることで，
立ち寄りの少ない原因を解明できる可能性がある．
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(2) ケーススタディ B（エリアに向かう移動・滞在パ
ターンの分析）

ニセコ町へ流入する車両データにクラスター分析を
適用した結果を図 42に示す．ここでも，クラスター数
は，試行的に 8つとした．
同図右側のクラスター毎に集約された軌跡をみると，

ニセコ町に流入する車両は，札幌市，小樽市，函館市
など各地から出発していることが確認できる．クラス
ター Aは，隣接する倶知安町からのケースであり，比
較的多い．クラスター B，C，D，Eは，出発地は同じ
札幌市であるが，移動経路や滞在時間が異なる．クラ
スター Bは小樽市，余市町を経由し，国道 5号でニセ
コ町にアクセスするパターン，クラスター Cは札幌市
南区側から中山峠を経由するパターンである．クラス
ターDと Eは，ともに道道 393号，赤井川村を経由す
るパターンであるが，札幌市内での滞在時間が異なる．
クラスター E，Fは，函館市方面からのパターンであり，
函館周辺での滞在の有無で区分されている．

ETC2.0プローブデータでは，データ形式の都合上，
1日毎にしか車両を追えないため，出発地の範囲が限定
されるが，上記のような分析により，対象エリアにどの
ような地域からどのようなルートで，そして，どのよ
うな箇所で滞在した後に流入するのかを把握すること
ができる．また，細かい滞在を拾えていないため，ク
ラスター数を増やし，パターンを細分化してより詳細
な分析が必要である．

6.5 結論と今後の課題
本章では，ETC2.0プローブを用いて，各車両のデー

タ数の統一を行った後，クラスター分析により，移動・
滞在トリップを類型化し，各クラスターの特徴を把握
した．札幌－苫小牧間を対象としたケーススタディ A
では，新千歳空港での滞在パターンが抽出され，そこ
での滞在時間や，その他の箇所での立ち寄りの傾向を
把握することができた．また，立ち寄りがほとんどな
い車両が多く抽出され，それらの元データを詳細に調
べることで，立ち寄りが少ない理由を分析できる可能
性が示された．ニセコ町という観光エリアへの流入を
対象としたケーススタディ Bでは，代表的な出発地点
やそれらからの経由ルート，立ち寄り箇所とその滞在
時間を抽出することができた．
ケーススタディ Aのような 2点間の分析では，クラ

スター内のデータ数からどのようなパターンで行動す
る車両が多いのかなど，クラスター間の比較を行うこ
とができる．一方で，ケーススタディ Bのような札幌
市以外を含む各地域からの流入をみる分析では，クラ
スター内のデータ数を比較することは難しい．このよ
うな分析ケースでは，量を見るよりも，各方面からのク

ラスター毎に滞在地の分布，滞在時間，滞在順などに
焦点をあて，それらを個別に分析した上で，周遊ルー
ト提案や観光拠点配置計画へ適用を考える必要がある．
今後は，個々の車両データを調べ，実際の出発地や到
着地，出発時刻などから，各クラスターに類型化され
た原因について明らかにしたい．
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第 7章 観光周遊行動最適化モデルに
よる広域周遊促進策の検討

7.1 はじめに
現在政府等が検討している広域観光周遊ルート形成

促進事業においては，広域に点在する観光資源を相互
に結び付け，相乗的に魅力を創出することで，旅行者
の回遊性を向上させるとともに，滞在期間の増加を促
すという狙いがある．よって，広域観光の適切な周遊
ルート計画を立案するにあたっては，ネットワークを
考慮した上で，旅行者の周遊行動を把握するとともに，
そうした周遊行動を分析可能な手法が必要となる．
観光行動モデルに関する既往研究としては，これまで

多くの非集計行動モデルが提案されてきた．一方，観
光行動におけるスケジューリングについて，西井ら31)

は，個人は各観光エリアにおいて，逐次的に次の目的地
の選択と出発時刻の決定を行っているという仮定のも
と，目的地・出発時刻同時選択モデルを構築した．ま
た，西野ら32) は，スケジューリング段階で離散的な出
発時間と目的地の組み合わせを決定し，実行段階で目的
地及び滞在時間選択が決定されると仮定した 2段階の
モデルを構築した．観光地間の移動距離が長い広域観
光周遊では，移動時間の不確実性を考慮した上でスケ
ジュールを組むことが想定されるが，これらの研究でそ
うした行動は考慮されていない．こうした中，森川ら33)

は，遅着・早着時間の限界効用を考慮した，移動時間
の不確実性下における出発時間決定モデル (scheduling
preferences model)を提案しており，観光周遊行動へ
の適用も考えられる．ただし，このモデルを旅行者の観
光周遊行動に適用するためには，トリップチェインを考
慮可能な枠組みに拡張する必要がある．Fosgerau and
Engelson34)は，旅行者の合理的観光行動を仮定し，特
定の観光ルートにおける最適滞在時間配分を示すモデ
ルを構築した．しかし，多数の観光地が存在するネッ
トワークにおける，効用が最大となる TCの探索につい
ては言及されていない．
そこで本研究では，旅行者のトリップチェイン（trip

chain，以下 TCとする）に着目し，観光地ノードが多
数存在するネットワークにおいて，TC全体を通じた効
用を最大化する観光行動モデルを構築し，周遊促進施
策の検討を行う．

7.2 TCの定義
(1) 記号
本稿で使用する記号を以下に示す．

S：全ノード集合
N：Sの部分集合であり，TCに含まれる観光地ノード

の集合 (N ⊆ S)
so：出発地ノード
sd：最終目的地ノード
tn,s：ノード nからノード sへの最小移動時間 (tn,s ≥ 0)
dn：観光地ノード n (n ∈ N)における滞在時間
Td：可処分時間∏

(S)：Sのべき集合 (N ∈∏ (S))
C(N)：N に含まれる全てのノードを 1回ずつ訪れる，
全ての TCの集合
Vc：トリップチェイン cを選択したときに得られる効
用の確定項
A(S)：TC選択肢集合
T(N,n)：so を出発し，N − nに含まれる全てのノード
を 1回ずつ訪れ，nへ到着するときの最小移動時間
t∗(N)：so を出発し，Nに含まれる全てのノードを 1回
ずつ訪れ，sd へ到着するときの最小移動時間
m∗(N)：最小移動時間を与える Nに含まれるノード
us(dn)：ノード nに時間 dn だけ滞在することによって
得られる効用
α：移動時間に比例する不効用の比例定数
βn：ノード nにおける滞在時間の効用パラメータ
Vch：旅行者 hがトリップチェイン cを選択したときに
得られる効用の確定項
εch：旅行者 hがトリップチェイン cを選択したときに
得られる効用のランダム項
Uch：旅行者 hがトリップチェイン cを選択したときに
得られる効用
Pch：旅行者 hがトリップチェイン cを選択する確率
H：観測された全ての旅行者の集合
δcn：ノード nがトリップチェイン cに含まれるとき 1，
そうでなければ 0をとる変数
δch：旅行者 hがトリップチェイン cを選択したとき 1，
そうでなければ 0をとる変数
Vh

n,s：旅行者 hがノード nを出発しノード s ∈ S − nを
選択するときに得られる効用の確定項
εh

n,s：旅行者 hがノード nを出発しノード s ∈ S − nを
選択するときに得られる効用のランダム項
Uh

n,s：旅行者 hがノード nを出発しノード s ∈ S − nを
選択するときに得られる効用
γn：ノード nの選択肢固有定数項
φ(ds)：ノード nからノード sに移動し，そこで滞在時
間 ds だけ滞在することによって得られる限界効用
ϕs：ノード nからノード sに移動し，そこに滞在する
ことによって得られる最大限界効用
d∗s：ϕs を実現するためのノード sでの滞在時間
Pn,s：旅行者がノード nを出発しノード s ∈ S − nを選
択する確率
P̂n,s：ノード nからノード s ∈ S − nへの観測遷移確率
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図–43 TCによる観光周遊行動の表現

(2) 観光周遊行動の表現
旅行者は出発地ノード so を出発して，移動時間 tso,n

をかけて観光地ノード（以下，ノードとする）nに到
着する．nに時間 dn だけ滞在し，次のノード sに向け
て出発する．この手順を繰り返し，可処分時間 Tdの中
で，|N|個のノードを巡って，目的地ノード sdに到着す
る．この一連の観光周遊行動は，TCによって表現可能
となる（図 43）．ここではあるひとつの TCに着目した
が，対象とするそれぞれの TCによって，そこに含まれ
るノード及びノード数は異なり得る．つまり，TCごと
に Nは異なり得る．

7.3 TC生成アルゴリズムの構築
(1) アルゴリズムの必要性
ネットワークにおいて旅行者が選択可能な TCを生

成し，その中から最適な TCを探す問題は，NP困難な
組合せ最適化問題となり，一般に最適解を求めるのが
困難である．選択可能なノード集合がある場合，それ
らのノードから最適な TCを生成する最も単純な方法
として，可能なすべての TCを列挙し，その中から最適
な TCを探す完全列挙法がある．しかし，ノード数が増
大すると検討対象となる TC数は指数的に増加するた
め，計算負荷が非常に大きくなる．そこで本研究では，
多数のノードを対象とした分析にも適用可能な，計算
負荷の小さい TC生成アルゴリズムを構築する．
(2) TC（選択肢集合）生成アルゴリズム
出発地ノード so を出発し，全ノード集合 Sの部分集

合 Nに含まれるノードをすべて訪れ最終目的地ノード
sdに到着する TCを考える（図 44）．同一のノードの組
み合わせ，つまり同一の Nが与えられたとき，旅行者
はそれらのノードをすべて訪れる TCのうち，総移動時
間が最小となる TCを選択すると仮定する．また，TC
における総移動時間 t∗(N)は可処分時間 Td よりも小さ
く，総効用の確定項 Vcが非負であるという条件を与え
ると，選択肢集合 A(S)は式 (33)で与えられる．

A(S) =
{
(t(N)) : ∀ヘ N ∈クΠ(S) |t∗(N) < Td,Vc " 0

}
(33)

ここで，soを出発し，Nに含まれる全てのノードを 1回
ずつ訪れ，sd へ到着するときの最小移動時間 t∗(N)は，

図–44全ノード集合とその部分集合に対応する TC

動的計画法を用いて次のように定式化される．
T (N,n) =

(
T (N − {n} ,m) + tm,n

) ∀n ∈ N (34)

t∗ (N) =
(
T (N,n) + tn,sd

)
if |N| > 1 (35)

n∗ (N) =
(
T (N,n) + tn,sd

)
if |N| > 1 (36)

上記の問題において，式 (37)の補助問題T (N − {n} ,m)
は，N − {n} ! ∅である限り，

N = N − {n∗} (37)

sd = n∗ (38)

とすることによって，式 (37)と同形式（再帰的）に記述
することができる．一方，N − {n} = ∅あるいは |N| = 1
となる場合の問題は，以下のように定式化される．

T (N,n) = to,n (39)

t∗ (N) = T (N,n) + tl,sd (40)

実際の問題を解くときは，以上の関係式を用いて，式
(39)，(40)で記述される問題から解いていくことになる．

7.4 滞在時間配分モデルの構築
観光地における滞在時間の配分問題は，ノード nの
滞在時間 dnに関する効用関数を un (dn) = βn ln (dn + 1)
と特定化すると，以下に示す効用最大化問題として定
式化できる．ここに，TCにおける総移動時間 t∗(N)は
ネットワークに対して TC生成アルゴリズムを適用す
ることで所与の定数となる．

max U (d) = αt∗ (N) +
∑

n∈ ク N
βn ln (dn + 1) (41)

Td = t∗ (N) +
∑

n∈ ク N
dn (42)

α < 0, βn > 0, dn > 0 (43)

ここで，βn は滞在時間の効用に関するパラメータであ
り，nに固有な魅力度パラメータと解釈できる．また，
含まれるノード数が多い TCほど，それらのノードにお
ける魅力度が小さくなることを避けるため，βn の総和
が 1であるという制約は設けない．
部分双対化法により，上記の効用最大化問題を解く．
ラグランジュ乗数 λを用いると，効用最大化問題のラ
グランジュ関数は式 (44)で与えられる．このとき，1階
の最適性条件は式 (45)，(46)で与えられる．

L = U (d) + λ
(
Td − t∗ (N) −

∑
n∈ ク N

dn

)
(44)
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∂L
∂λ
= Td − t∗ (N) −

∑
n∈ ク N

dn = 0 (45)

∂L
∂dn
=
βn

dn + 1
− λ = 0 (∀n ∈ N) (46)

したがって，式 (45)，(46)より，各ノードの最適滞在
時間 d̂n は式 (47)で与えられる．

d̂n =
βn∑

n∈ ク N βn
(Td − t∗ (N) + |N|) − 1 (∀n ∈ N) (47)

以上より，生成された TCに対して滞在時間配分モデ
ルを適用することにより，効用が最大となる TCを探す
ことが可能となる．

7.5 Wi-Fiデータを用いたパラメータ推定法
7.6 パラメータ推定法 (a)
ある旅行者の最適な TCが観測され，その TCに含ま

れる各ノード nでの滞在時間 d̂nが与えられているとす
る．このとき，移動時間に関するパラメータ α及び滞
在時間に関するパラメータ βn(∀n ∈ N ⊆ S)を最尤推定
法により推定することを考える．
旅行者 hがトリップチェイン cを選択したときに得

られる効用 Uch は式 (48)，(49)で与えられる．
Uch = Vch + εch (48)

Vch = αt∗(N) +
∑

n∈S
δcnβn ln

(
d̂n + 1

)
(49)

情報の不完全性及び非観測要因を考慮するランダム
項 εchに IIDガンベル分布を仮定すると，旅行者 hのト
リップチェイン cの選択確率は式 (50)で与えられる．

Pch =
exp(Vch)∑

k∈A(S) exp(Vkh)
(50)

未知のパラメータ α及び βnは，以下に示す対数尤度
最大化問題の解として与えられる．ここで L̄は尤度関
数の対数をとった対数尤度関数である．

max L̄(αβ) =
∑

h∈H

∑
c∈A(S)

δchlnPch (51)

s.t.a < 0, βn > 0,Vch " 0 (52)

以上により，TC 単位の観測データからモデルパラ
メータを推定することが可能になる．

7.7 パラメータ推定法 (b)
前節では，旅行者の最適な TCが観測された場合のパ

ラメータ推定法を示した．しかし，TC単位でのデータ
の取得は困難であることが多い．たとえば，TCが得ら
れたとしても，各ノードでの滞在時間が得られない場
合が考えられる．そこでここでは，ノード間トリップ
のみが観測された場合のパラメータ推定法を示す．
旅行者 hがノード nを出発しノード s ∈ S− {n}を選択

するときに得られる効用 Uh
n,s は式 (53)で与えられる．

Uh
n,s = Vh

n,s + ε
h
n,s (53)

Vh
n,s = ᾱtn,s + β̄s ln

(
d∗s + 1

)
+ γ̄s (54)

図–45最大限界効用 ϕs を与える滞在時間 d∗s

ここで d∗s は，ノード nからノード sに移動し，そこに
滞在することで得られる最大限界効用 ϕsを実現するた
めのノード sでの滞在時間であり (図 45)，式 (55)に示
す最大化問題の解として与えられる．1階の最適性条件
である式 (56)を ds について解くと d∗s が得られる．

maxφ(ds) =
ᾱtn,s + β̄s ln (ds + 1)

tn,s + ds
(55)

ᾱtn,s + β̄s ln (ds + 1)
tn,s + ds

=
β̄s

ds + 1
(56)

情報の不完全性及び非観測要因を考慮するランダム
項 εh

n,sに IIDガンベル分布を仮定すると，旅行者がノー
ド nを出発しノード s ∈ S− {n}を選択する確率は式 (57)
で与えられる．

Pn,s =
exp
(
Vn,s
)

∑
k∈S−{n} exp

(
Vn,k
)∀ヘ n ∈ S (57)

尤度関数は，観測遷移確率 P̂i, jを用いて，式 (58)，(59)
で与えられる．

Ls =
∏

n∈S−{s}
PP̂n,s

n,s ∀s ∈ S (58)

L̄ =
∏

s∈S
Ls =

∏
s∈S

∏
n∈S−{s}

PP̂n,s
n,s (59)

ここで未知のパラメータ ᾱ, β̄, γ̄ は，以下の対数尤度
最大化問題の解として与えられる．

max ln L̄(ᾱ, β̄, γ̄) =
∑

s∈S

∑
n∈S−{s}

P̂n,slnPn,s (60)

s.t. ā < 0, β̄n > 0 (61)

以上により，トリップ単位の観測データからモデル
パラメータを推定することが可能になる．

7.8 観測データを用いた数値計算
(1) データ概要

Wi-Fiパケットセンサーを用い，富良野周辺の観光地
を対象として実施した観光周遊調査35)の概要を表 11に
示す．Wi-Fiパケットセンサーによって観測されたデー
タは，検出された個人の固有 ID，観測日時及び場所を
含むため，ある旅行者がいつどの観光地に訪れたのか
調べることが可能である．また，同一の観光地にて複
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表–11観光周遊調査の概要

調査地 旭川，富良野，美瑛周辺の観光地
調査期間 2017/6/19∼2017/7/24
調査方法 Wi-Fi パケットセンサー
データ内容 個人 ID，日時，観測デバイス ID
抽出トリップ数 843,074

表–12ノード一覧

観光地名 ノード番号
旭山動物園 1

道の駅・あさひかわ 2
道の駅・びえい丘のくら 3
ラベンダーオーナー園 4

四季彩の丘 5
フラワーランドかみふらの 6
中富良野町営ラベンダー園 7

五郎の石の家 8
カンパーナ六花亭 9
フラノマルシェ 10
富良野チーズ工房 11
道の駅・南ふらの 12

ラベンダーの森ハイランドふらの 13
道の駅スタープラザ芦別 14

図–46ネットワーク

数のデータが観測された場合は，滞在時間を推計する
ことも可能であり，旅行者の TCを観測することが可能
である．
ただし，今回の調査ではパラメータ推定法 (1)で利用

可能な十分な TCが抽出されなかったため，トリップ単
位のデータを抽出し，数値計算に利用する．観測され
たノード間遷移確率を表 14に示す．
(2) パラメータ推定とノード間遷移確率行列の推定
本数値計算で用いたノード一覧，ネットワークをそ

れぞれ表 12，図 46に示す．ここで，各リンクの所要
時間は所与である．ノード間トリップの観測データを
用いてパラメータ推定を行った結果を表 13に示す．ま
た，推定されたパラメータを用いて求めたノード間遷
移確率と観測されたノード間遷移確率の推定誤差を表
15に示す．ここで，本パラメータ推定においては αの
値を-0.01に，ノード 14の定数項 γ14 の値を 0に固定
した．
表 15より，行列のほとんどの要素において推定誤差

が 5%以下となり，おおむね精度の良いパラメータ推定

表–13推計されたパラメータ値

Node βn γn Node βn γn

1 0.0056 3.106 8 0.0052 -0.738
2 0.0044 1.191 9 0.0098 1.335
3 0.0075 1.800 10 0.0025 2.926
4 0.0054 1.464 11 0.0025 2.455
5 0.0062 1.821 12 0.0075 1.639
6 0.0062 1.920 13 0.0054 0.212
7 0.0040 1.876 14 0.0050 0.000
α -0.010 Likelihood ratio 0.142

図–47観光入込客数と延べ滞在時間

が行われたことを示した．ノードに固有なパラメータ
が推定されたことにより，例えば回帰分析等を行うこと
で，そのノードの魅力がどのような要因から構成され
ているのか分析することが可能となったと考えられる．
次に，図 46に示すネットワークにおいて，TCアル
ゴリズムを適用し選択肢集合を生成し，推定されたパ
ラメータを用いて各 TCの選択確率を求め，観光需要配
分計算を行う．ここで，1人当たりの可処分時間は 600
分とした．はじめに，TC生成アルゴリズム及び滞在時
間配分モデルを適用し，選択肢集合を生成する．計算
の結果生成された TC数は 1455であった．このうち，
各ノードでの滞在時間が正となる TCを対象に，滞在時
間配分及び効用の計算を行った．選択肢集合に含まれ
る各 TCの選択確率を式 (57)より求め，OD交通量を
考慮して，各ノードにおける観光入込客数と延べ滞在
時間を推計した結果を図 47に示す．ここで，OD交通
量は 500,000人とした．
図 47より，ノード滞在の飽きにくさとして解釈でき
る βi が大きいノードにおいては延べ滞在時間が大きく
なる傾向があることが確認できる．ノード到着による
効用と解釈できる γiが大きいノードにおいては，観光入
込客数が多い傾向があることが確認できる．また，個々
の魅力が比較的小さいノード場合においても，ネット
ワークにおける TC単位の効用を考慮した場合，観光入
込が期待できることが確認された．

7.9 まとめ
本研究では，TCにより観光周遊行動を表現し，TC
全体の効用を最大化するような観光行動モデルを構築
した．最適な TCを探索するために，すべての TCを列
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表–14観測された推移確率

表–15遷移確率の推定誤差

挙するのは計算負荷が大きい．これに対し，動的計画
法に基づき，各ノードの組み合わせに対して移動時間
が最小となり，かつ時間制約及び総効用の非負制約を
満たす TCの集合を選択肢集合とするアルゴリズムを
構築し，計算負荷を大幅に軽減した．生成された TCを
対象として，最適な滞在時間を決定する効用最大化問
題の定式化を行った．また，旅行者の観光周遊行動が
観測された場合を想定し，最尤推定によるパラメータ
推定法を示した．

数値計算においては，Wi-Fiデータを用いたパラメー
タ推定を示し，観光地固有の魅力度がどのような要因か
ら構成されているのか分析することを可能にした．ま
た，TCベースの観光需要予測を行い，観光・交通施策
が導入された場合の観光需要の変化を予測することを
可能にした．以上より，観光・交通施策の導入等によ
り個々の観光地における魅力の向上やリンクの所要時
間の削減等が起きた場合の観光需要予測を行うことが
可能であることが示された．これにより，観光道路に
おける一時的なレーン増設（例えば，富良野地域にお
いて繁忙期に実際実施）に伴う所要時間短縮効果を評
価することに活用できると考えられる．

今後は，トリップベースのパラメータ推定における
尤度関数の改善と，観光需要配分におけるパラメータ
と滞在時間及び訪問数の関係性の考察が課題となる．
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第 8章 Wi-Fiパケットセンシングに
よる沖縄本島観光周遊パター
ンの特徴抽出

8.1 はじめに
沖縄県は日本有数の観光地であり，毎年夏期シーズ

ンには多くの観光客が国内外から来訪する．沖縄県の
観光客数は近年増加傾向にあり，観光は沖縄県の主要
産業の一つとなっている．さらに近年では，クルーズ
船の寄港数の増加や LCC線の就航に伴い近隣アジア諸
国を中心として国外からの観光客も増加し，観光日数
や観光パターンに関しても多様化が進んでいる．沖縄
県の観光地の特徴として，著名な観光スポットが全島
に幅広く存在すること，観光地への主な交通手段とし
てレンタカーが利用されていることなどが挙げられる．
しかし近年では，レンタカー利用の弊害として，観光
地周辺や那覇市内での交通渋滞の深刻化という問題も
生じている．これらの問題に対する施策を検討する上
でも，基礎情報として観光客の行動実態を把握し分析
を行うことが重要と考えられる．
他方，近年における情報通信技術の進歩が目覚まし

く，スマートフォンからWi-Fiアクセスポイントを探索
するために発信されているプローブリクエスト (Probe
Request: PR)に着目した “Wi-Fiパケットセンシング”
に基づく交通行動データ収集手法が注目を集めつつあ
る．例えば中西ら36)は，沖縄県本部半島内の複数の観
光施設にWi-Fiパケットセンサーを設置し，滞在時間
や美ら海水族館の来場者数などの把握可能性について
の基礎的な検討を行っている．壇辻ら37)は，奈良県長
谷寺参道を対象に，来訪交通手段ごとの観光客回遊行動
の分析を行っている．これらの既存研究でも確認され
ているとおり，Wi-Fiパケットセンシングには既往のア
ンケート調査や GPSを利用した調査の限界であった，
サンプル数の確保の問題や調査被験者への負担をなく
し，低コストで観光客の規模に比例した大規模データ
の取得が可能であるという利点がある．この利点を生
かし，広域的にWi-Fiパケットセンサーを設置するこ
とにより，今まで把握が難しかった観光客の多様な行
動データを時空間的に正確に把握することが可能とな
ると期待される．また，長期的なモニタリングによっ
て，季節変動を考慮したデータの取得も容易に可能と
なる．
そこで，本研究では，Wi-Fi パケットセンシングに

よって得られたデータを解析して，沖縄本島における
観光客の周遊行動の特徴抽出を行うことを目的とする．
これにより，既往の観光交通調査方法では把握が困難
であった長期・広域的な規模での観光客の時空間的な

周遊の特徴を明らかにすることを企図している．

8.2 沖縄本島におけるモニタリング調査
(1) 調査概要

2017年 8月 6日 ∼2017年 9月 19日の約一か月半に
渡り，沖縄本島全島に渡り機器を設置してモニタリング
調査を実施した．図–48 にWi-Fiパケットセンサーの
設置箇所と設置期間を記す．本調査では，県外や国外
からの観光客の固有アドレスを判別することを目的に，
空港やクルーズ船ターミナルなどにもセンサーを設置
した．また，観光シーズンとその他のシーズンとの季
節性の違いを把握するため，設置期間は長期に渡って
いる．データ取得の際には，個人情報保護の観点から
MACアドレスをハッシュ化して，オリジナルのMAC
アドレスは保持しないこととした．また，取得を望ま
ない観光客には調査中であることを必要に応じて掲示
し，Wi-Fi通信をオフにするよう注意喚起を行うなど，
個人情報保護の観点に留意して調査を行った．
(2) データクリーニング処理
取得した全データには，観光客以外の地元住民の所
有のスマートフォン等からの PR情報や，施設に常設
されているパソコン機器等からの PR情報も含まれて
おり，その全てを観光客のデータとみなすことはでき
ない．そこで，以下のような滞在日数や訪問施設の条
件から観光客を特定できるような条件を与え，データ
のクリーニング処理を予め行った上で観光客と思しき
データを抽出し，分析に用いることとする．
(a) 調査期間内にしか記録されていない PR情報に限定
(b) 単独の地点毎のクリーニング

• 営業時間による条件（施設により異なる）
• 滞在時間による条件（施設により異なる）

(c) トリップチェーンを考慮したクリーニング
• 最初と最後の観測地点が空港またはクルーズ
船ターミナル

• トリップ数が 1以上（複数のWi-Fiパケット
センサーで観測があったユニーク ID）

表–16クリーニングに伴うユニーク ID数の変化

調査期間内の観測データ 20,771,606

営業時間・滞在時間制限（施設別） 19,935,810

移動の開始点/終点が空港（左）/
クルーズ船ターミナル（右）

4,146,738 202,038

トリップ数が 1 以上（左：空港，
右：クルーズ船ターミナル）

177,302 12,273

総滞在日数制限（左：空港，右：
クルーズ船ターミナル）

165,464 12,269

クリーニング後の観光客データ 177,733
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図–48 Wi-Fiパケットセンサーの設置箇所

• 妥当な観光日数（空港発着：8日以内，クルー
ズ船ターミナル発着：2日以内）

これらのクリーニング処理を施すことで，観光客の
データの絞り込みを行った．クリーニング処理による
各過程でのユニーク ID数の変化を表–16に示す．
(3) 基礎分析
本節では，クリーニング後のユニーク ID数に対する

基礎的な集計分析を行う．まず，空港発着のデータ及
びクルーズ船ターミナル発着のデータを集計して得ら
れる滞在時間と訪問箇所数の分布を図–49と図–50にそ
れぞれ示す．滞在時間を見ると，空港発着データでは
2日 ∼4日の滞在が多く，沖縄県の観光統計実態調査38)

の結果と同様の傾向が確認される．一方，クルーズ船
ターミナル発着データについては全体的に滞在時間が
短くなっている．深夜帯に到着するクルーズ船も存在
することなどを考慮すると，活動時間として妥当な滞
在時間分布である．トリップ数も滞在時間の影響を受
けていると考えられ，滞在時間が長い空港データの方
が全体的な訪問箇所数も多いことが読み取れる．
次に，各施設の日別ユニーク ID観測数の変遷につい

て分析を行う．図–51は，観光客が比較的多く来訪する
と考えられる OTSレンタカー，道の駅許田，首里城，
那覇空港国内線ターミナルにおける日別ユニーク ID数

の推移を示したものである．平日と週末の違いはある
ものの，これらの地点では，8月上旬から 9月へと時
間が経つに連れて，一日あたりに観測されるユニーク
ID数が徐々に減少していることが確認できる．観光の
ピークシーズンである 8月に観光客が集中するが，9月
に入って夏休みも終わると，徐々に沖縄本島を来訪す
る観光客が減少する傾向に呼応した結果となっている．
さらに，図–52には，Wi-Fiパケットセンサーの設置
箇所に準じて沖縄本島を 8つのエリアに大分割し，その
上でユニーク IDの空間的推移を集計して得られたエリ
ア単位での OD表を示す．観光客の主要な出入り口で
ある空港や，那覇市の国際通り周辺での域内トリップ
が多いことが分かる．これは観光客が集中し，トリッ
プも多い歩行行動エリアにセンサーを多く設置したた
めであり，那覇市内の詳細な行動データを把握するこ
とが可能であると考えられる．一方で，全島に点在す
る施設は，車での立ち寄り・通過地点となる道の駅や，
地域を代表する観光地などを選択してセンサーを設置
したことにも起因して相対的に流動量が小さくなって
いる．このように，エリア間の絶対的な流動量は，各
エリア内に設置されたセンサーの総数に大きく依存す
るものの，本部半島との立ち寄り地点として中部エリ
アへの流動が生じている状況などについて，一定程度
まで類推することが可能となっている．
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(a)空港発着データ

(b)クルーズ船ターミナル発着データ

図–49滞在時間分布

8.3 広域周遊パターンの特徴抽出
(1) 確率的ブロックモデルの概要
大量のWi-Fiログデータから効率的に観光客の典型

的な空間的流動パターンを把握するために，機械学習の
関係データ分析手法の一つである確率的ブロックモデ
ル（Stochastic Block Model: SBM）を用いて観光客の
行動パターンの特徴抽出を試みる．SBMでは，大量の
データから，あらかじめ定めた少数の「利用者特性」及
び「訪問スポット特性」によって規定される “ブロック”
を自動的に生成するクラスタリング手法の一つである．
分析に用いるデータは，表–16の手順により抽出した

177,733個のユニーク IDからさらにフィルタリングを
行って準備した．具体的には，Wi-Fiパケットセンサー
の設置期間が 3日以内の短期間しか設置していない施
設，旅程の起終点となる空港とクルーズ船ターミナル，
機器設置を行ったが途中機器の不良によりデータが取
れていなかった施設，さらに観光客が訪れにくいと考
えられる箇所を除いた 32施設とし，残った計 159,335
個のユニーク IDを本章における分析の対象とする．
観光客が各スポットへ訪問したか否かを 1，0で表すバ

イナリー行列Xでは，I行の要素（ユニーク ID）と J列の
要素（訪問地）によって規定されるものとする．このと
き，i = 1, . . . , Iを行のインデックス，j = 1, . . . , Jを列のイ
ンデックスとする．SBMによるクラスタリングの実施に
より，行がK個のブロックに，列がL個のブロックにそれ

(a)空港発着データ

(b)クルーズ船ターミナル発着データ

図–50訪問箇所数分布

図–51日別ユニーク ID数の変化

ぞれ分割されるとしよう．このとき，k = 1, . . . ,Kを行の
クラスインデックス，l = 1, . . . , Lを列のクラスインデッ
クスとする．さらに，π = (π1, . . . ,πK),ρ = (ρ1, . . .ρL)
で表されるベクトルは，それぞれの行，列が k番目の行，
l番目の列クラスタに所属する確率を表すものとする．
また，二項変数 z1 = (z11, . . . , zIK)，w1 = (w11, . . . ,wJL)
は，それぞれの要素のクラスラベリングを表し，iがク
ラス kに所属するとするとき zik = 1，そうでないとき
zik = 0と表す（zik = 1なら zi = k，のように記述しても
良い）．同様の表現を wについてもあてはめる．また，
θ = (π,ρ,α)は未知パラメータベクトルとする．
このとき，SBMに基づくデータ生成モデルは以下の

ように表わされる．

f (X;θ) =
∑

(z,w)∈Z × W

∏

i, j

πziρwj fzi,wj (xij;α)
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図–52エリア間 OD表

ここで， fzi,wj (xij;α)は確率分布である．本研究で用い
るデータは訪問有無を表す 1,0のバイナリーデータであ
るので，この確率分布として Bernoulli分布を用いる．

fkl(xijαkl) = (αkl)xij (1 − αkl)1−xij

このとき，対数尤度は以下のように定義される．
Lc(z,w,θ) =

∑

k

∑

i

zik logπk +
∑

l

∑

j

wjl logρl

+
∑

i

∑

j

∑

k

∑

l

zikwjl log f (xijαkl)

この対数尤度の最大化によって未知パラメータの推定
を行う．本研究では，BCEM (Block Classification Ex-
pectation Maximization)アルゴリズム39)に基いてパラ
メータθ = (π,ρ,α)の推定を行う．BCEMアルゴリズム
は，SBMに特化した EM (Expectation-Maximization)
アルゴリズムであり，EMアルゴリズムの間にClassifi-
cation step (C-step)を導入していることに特徴がある．
初期値を (z0,w0,θ(α,π,ρ)0)とし，zcの cを繰り返し回
数とする．また uil =

∑
j rjlxij, vjk =

∑
i tikxij とすると，

BECMアルゴリズムは以下のようになる．
E-step: 事後確率の計算

tc
ik =

πk fkl(xijαkl)∑
k πk fkl(xijαkl)

C-step: tik を最大化するような zik のクラスを決定
zc+1

ik = argmax tc
ik

M-step: 尤度最大化 (πc+1
k ,α

c+1
kl )

πc+1
k =

∑
i zc+1

ik

n
, αc+1

kl =

∑
i zc+1

ik uil
∑

i zc+1
ik
∑

j wc+1
jl

同様のステップをwc
jlについても行い．これらを収束す

るまで繰り返す．
(2) 推定結果と考察
本研究では，モデルMのユニーク IDの分割クラス

数 K，並びに，訪問地分割クラス数 Lの決定にあたり，

図–53 ICLに基づくブロックパターン（ユニーク ID分
割数×訪問地分割数）の検討

以下の ICL (Integrated Completed Loglikelihood) を
評価指標として用いる．

ICL(M) = log p(x, z,w) = log
∫

p(x, z,w | θ; M)p(θ; M)dθ

ここで，p(θ)は事前分布を示す．
まず，ユニーク IDの分割クラス数を K = 4 ∼ 10の
間で，また，訪問地の分割クラス数を L = 4 ∼ 11の間
で変化させ，それらの全組合せの元で ICLを算出した
結果を図–53に示す．いずれのユニーク ID分割クラス
数においても，訪問地分割数が小さい L = 4, 5, 6など
範囲では急激に ICLの増加（改善）が見られる．一方，
L = 10, 11付近ではその増加幅が小さくなり，ICLが概
ね収束している傾向が読み取れる．どの分割クラス数
の組み合わせに基づくべきかについては，ICLのみな
らず，その解釈の妥当性によっても判断されるべきで
ある．また，ユニーク IDの分割数が小さい K = 4, 5と
いった状況では，観光客の周遊パターンについて非常
にラフな考察を行うことしかできない．他方で，分割
数を大きくし過ぎると明快な解釈が困難なブロックも
生じやすくなる．
以上のような考えのもと，本研究では，解釈のしや
すく，かつ妥当な数でのクラス分類ができている K =
8, L = 10の場合の SBMの適用結果に着目して考察を
行うこととする．図–54に K = 8, L = 10の場合のクラ
スタリング結果を記す．ここでは，訪問地の分割結果
を “Class (クラス) 1 ∼ 10”と表記する．また，観光客
（ユニーク ID）の分割結果を “Pattern (パターン) a∼h”
と表記することとする．
表–17には，10に分割された訪問地の内訳を示す．多
少の乖離はあるものの，訪問地の各Classは那覇市内の
ような主要な観光地を含む Classと，全島で見たとき
の大きなエリア別にまとまった Classという，二つに
大別されることが分かる（大別した結果を表–18にまと
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図–54 SBMの適用結果（縦：ユニーク ID・分割数 8，横：訪問地・分割数 10）

表–17各 Classに含まれる訪問地

Class 1 Class 2 class3 Class 4 Class 5 Class 6 Class 7 Class 8 Class 9 Class 10

道の駅許田 首里城 モノレール首里 道の駅喜納番所 モノレール那覇空

港

モノレール県庁前 美ら海水族館 道の駅国頭 道の駅嘉手納 モノレール旭橋

モノレール安里 道の駅豊崎 モノレール牧志 道の駅大宜味 北谷町観光情報セ

ンター

モノレールおもろ

まち

イオンモールライ

カム

道の駅糸満 国際通り 道の駅宜野座 伊芸 SA

平和通り 海の駅あやはし館 壷屋焼き物博物館 中城 PA

牧志公設市場 おんなの駅 ピザハウス

斎場御嶽 沖縄コンベンショ

ンセンター

浮島通り 中城城

める）．これは，近隣のエリアへの訪問が同時に起こり
やすいことを示唆している．特に前者の那覇市内Class
(Class 2, 3, 5, 6, 10)に関しては，モノレール駅などへの
来訪も行われていることから，那覇市内における移動
手段についても推測も可能となっている．一方，後者
の近隣エリア Class (Class 1, 4, 7, 8, 9)は，全島に点在
する主要な観光地への訪問パターンを推測し得るClass
となっている．

次に，図–54の結果を縦方向に見るて，観光客がどの
ような施設を組合せて訪問しているか（訪問パターン）
の特徴について考察する．解釈結果を表–19に示す．

Pattern aは空港発着の観光客で，国際通りと美ら海
水族館に訪問しているパターンである．特に，中部エ
リアでも数多く観測され，那覇市と美ら海水族館の道
中に中部エリアへの立ち寄りを多くしているである．

Pattern bは，主に国際通り近辺や那覇市内をメイン
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に観光する観光客である．特に Pattern aでは訪問が見
受けられなかった首里城への訪問が比較的多くなされ
ていることが分かる．また，那覇空港駅でも観測され
ていないことから，主にクルーズ船で沖縄に入港した
観光客のパターンであることが推測される．

Pattern cは，美ら海水族館と中部エリアへの立ち寄
りが確認されるパターンである．特に Class 6や Class
10に分類される国際通り周辺のモノレール各駅で観測
がほとんど見られないことから，那覇市内においても
自動車で移動している観光客，あるいは，那覇市内の
観光はほとんど行っていない観光客と解釈することが
できる．また，Class 2の首里城への訪問が比較的多く
見受けられるが，Class 3の首里駅では観測がされてい
ないため，首里城へはモノレール以外の交通手段で訪
れていることが推測される．

Pattern dは首里城，美ら海水族館，国際通りの 3か
所を訪問しており，沖縄本島観光の王道そのものの周
遊パターンを行っていると解釈することができる．ま
た，Pattern dにおける来訪が多く観測される Class 3
にはモノレール首里駅が単独で含まれており，首里城
を利用するにあたりモノレールを利用している観光客
であると解釈することができる．

Pattern eは，那覇空港駅でしかほとんど観測されて
いないパターンである．

Pattern fは，先述の王道的な観光地における観測が
まったく見られない，例外的な周遊行動をとっている
観光客と考えられる．主に，Wi-Fiパケットセンサーが
設置されていない場所への訪問を行っている可能性が
考えられる．

Pattern gは Pattern d同様，王道的な訪問地を周遊す
るパターンである．しかし Pattern dとは異なり，Class
3 の首里駅では観測がされておらず，首里城へはモノ
レール以外の交通手段で訪れていると推測される．

Pattern hでは，他のパターンに比べて，南東エリア
への訪問が多くなっている．
以上のように，確率的ブロックモデルを用いて特徴

的な観光周遊パターンを抽出することができた．なお，
北部エリアに関しては，そのエリアのみを訪問するよう
な観光客は非常に少なく，広域を周遊する中で若干名
の観光客が併せて北部エリアも訪問するようなパター
ンであることも示唆された．

8.4 まとめと今後の課題
本研究では，Wi-Fiパケットセンシングを用いて，沖

縄本島観光周遊パターンの特徴抽出を試みた．空港あ
るいはクルーズ船ターミナルより出入りがなされた観
光客である蓋然性が高いデータのみを抽出した上で，さ
らに，少数の「利用者特性」×「訪問スポット特性」に

表–18各訪問地 Classの特徴

Class 特徴 空間区別

1 中部① エリア

2 首里城 那覇市内

3 モノレール首里 那覇市内

4 南東部 エリア

5 モノレール那覇空港 那覇市内

6 国際通り周辺 那覇市内

7 美ら海水族館 エリア

8 北部＋稀少訪問地 エリア

9 中部② エリア

10 国際通り近辺駅（おもろまち駅・旭橋駅） 那覇市内

表–19各観光客 Patternの特徴

Pattern 特徴 構成率 (%)

a 国際通り＋美ら海水族館型（モノレール） 14.1

b 那覇市内型（モノレール） 23.5

c 中部＋美ら海水族館型 12.4

d 王道型（首里城：モノレール） 9.81

e 空港のみ型 14.7

f 王道以外訪問型 4.44

g 王道型（首里城：モノレール非利用） 16.7

h 国際通り＋南東部型（モノレール） 4.33

よるクラスタリングが可能な確率的ブロックモデルの
手法を援用し，典型的な観光周遊パターンをデータマ
イニングにより明らかにした．より具体的には，確率
的ブロックモデルを用いたパターン抽出によって，訪
問地だけでなく，市内の交通利用状況などにももとづ
いてパターン分類を行うことができた．特に王道と考
えられる美ら海水族館，国際通り，首里城の 3地点全
てを訪問するパターンは全体のごく一部に過ぎず，中
部エリアへの立ち寄りや，東南部の周遊など，訪問エ
リアが多様化していることが示唆された．
確率的ブロックモデルに基づくパターン分類の限界
として，沖縄本島北部のような観光客が訪れにくいエリ
アへの訪問を，他の主要な観光エリアへの訪問と同様
に明確に分類することが難しいことが挙げられる．こ
れにより，Pattern eや Pattern fのように一部の場所で
しか観測されていない観光客や，Pattern cのように主
に全島周遊を指向する訪問パターンでは，センサーを
設置していない場所への訪問を多く行っている可能性
も考えられ，今後精緻化が必要である．
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第 9章 ETC2.0 プローブと Wi-Fi
データの融合による観光周遊
行動の把握可能性

9.1 はじめに
本章では，沖縄本島を対象として，ETC2.0特定プロー

ブ情報を用いた周遊観光分析とWi-Fiパケットセンサー
を用いた一次交通手段別周遊観光分析を行い，その上
で，ETC2.0プローブ情報とWi-Fiデータの融合の可能
性について検討する．

9.2 ETC2.0特定プローブを用いた国籍別観光流動分析
ETC2.0車載器をレンタカーに装着（特定プローブ）

し，同意書が得られたものについての立ち寄り分析結
果を示す．調査期間は 2017年 4月 ∼2018年 9月であ
り，36台のレンタカーに機器を設置した．対象とする
レンタカーの貸出台数等を表 20に示す．
他方，立ち寄り判定を決定するため，万座毛におけ

る立ち寄り時間の実地調査を行った．集計を図 55に示
す．これより，15分未満でも 1割以上の方が移動され
ていることより，ここでは停車時間 15分以上を立ち寄
りと定義する．この立ち寄り定義のもとで立ち寄り地
点の特定を行う．エンジンオン・オフで緯度・経度情報
がずれていることが多いため，この直線距離をまとめ
た．この結果を図 56に示す．これより，400mで 90%
の停車が含まれていた．以上より，本研究では 15分以
上，かつ地点間距離 400m以下を立ち寄りと定義する
こととする．この定義の下で，市町村別 OD表を作成
した結果を表 21∼22に示す．なお，来訪者が多い国際
通りと海洋博公園（美ら海水族館）はそれぞれ那覇市・
本部町と別に取り扱うこととする．
全国籍の結果では，内々交通を除けば，本部半島（名

護市・本部町・海洋博記念公園），那覇市内（那覇市・
国際通り），中北部（名護・恩納・北谷）のつながりが
強くなっている．外国人においては，北谷・北中城・宜
野湾・恩納・名護の関係が日本人より強いことが分か
る．表 22で示したWi-Fiでの調査結果においてもイオ
ンモールライカムへの立ち寄りが国際線利用者におい
て多いことからも理解できる．また，Wi-Fiの調査では

表–20対象レンタカー利用台数

国・地域 貸出台数 貸出日数（日・台）
日本 140 484
台湾 358 1562
香港 145 712
韓国 316 1287
その他 85 372
合計 1020 4320

図–55万座毛における立ち寄り時間

図–56エンジンオン・オフ時の距離

多く得られた道の駅嘉手納への訪問について，ETC2.0
での嘉手納立ち寄りは非常に少ない結果となった．こ
れより，ここへの立ち寄り数の多くが観光バスによる移
動が多いことが影響していると考えられる．なお，豊
見城が多くなっているのはレンタカー店があることに
よる影響が大きい．

ETC2.0はレンタカーの移動が詳細に把握できる一方，
サンプル数が限られている．Wi-Fi調査では数多くのサ
ンプル数が得られる一方，機器設置個所間ODしか得ら
れない．海洋博記念公園（美ら海水族館），イオンモー
ルライカム（北中城村）など，来訪者が多い地点が一致
していることより，結果の傾向は一致していると考え
られる．Wi-Fiパケットセンサーでは観光バスや公共交
通機関などでの移動などが把握できる点も考慮すると，
ETC2.0のデータと補完関係にあると考えられる．

9.3 ETC2.0とWi-Fiパケットセンサーのデータ連携
可能性の検討

ここでは，前章で詳述したWi-Fiパケットセンサー
調査期間における ETC2.0プローブ情報とWi-Fiパケッ
トセンサーとの連携可能性について検討する．この期
間の貸出台数は 92台であった．この 92台の立ち寄り
位置を前節と同じ定義で決定し，Wi-Fi機器設置地点へ
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表–21 ETC2.0データを用いた OD表（全国籍）
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表–22 ETC2.0データを用いた OD表（日本）
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の立ち寄り時間との関係で連携可能性を検討すること
とする．具体的には，以下の条件を満たすユニーク ID
を調べることにより設定した．
• ETC2.0車載器登載のレンタカー貸し出し店におい
て，貸出日時とWi-Fi取得日時が整合すること

• ETC2.0での立ち寄り判定における停車と発車の時
間内にWi-Fiでのデータ取得がなされている地点
が複数あること

なお，国際通り周辺においては複数の駐車場がある
ため，図 57に示す区域をまとめて立ち寄りと定義する．
以上の条件を設定した結果，貸し出しレンタカー 92

台中 9台で連携の可能性が示された．結果の一例を図
58∼65に示す．図中のWはWi-Fiで取得したデータの
時刻，E は ETC2.0 で取得したデータの時刻を意味す
る．これより，初日は那覇空港からレンタカー店へ行

き，その後宿泊施設へ移動している．2日目は国際通り
周辺で迷った後，首里城公園へ行き，北谷町アメリカン

図–57国際通りにおける立ち寄り判定範囲
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図–58 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 1日目

図–59 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 2日目全体

ビレッジ，宿泊施設，万座毛，宿泊施設という移動をし
ている．首里城公園での滞在時間より，おそらく有料
区域には入っていないと考えられる．3日目は昼前に宿
泊施設を出発し，海洋博記念公園，御菓子御殿，アメリ
カンビレッジ，イオンモール（立ち寄り定義には含ま
ず），宿泊施設を回っている．海洋博記念公園では，イ
ルカショー及び水族館でデータが取得されている．最
終日は残波岬・瀬長島に立ち寄ったのち，レンタカー
店へ行き，国際線ターミナルから帰路についたことが
分かる．以上より，Wi-Fi機器を複数設置した場所では
施設内の移動も含めて移動を捉えることが出来る可能
性が高いと考えられる．

図–60 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 2日目国際通り周辺

図–61 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 2日目首里城公園

図–62 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 2日目 アメリカンビ
レッジ

9.4 継続的な観光周遊行動の観測と適切な情報提供方
法に関する考察

沖縄県では，全県域においてWi-Fiアクセス可能な環
境を作る “Be.Okinawa”と，それを通じた観光情報配信
サービスである “沖縄Clipアプリ”による情報提供の事
業を推進している．さらに，民間通信事業者との連携の
下，旅前・旅中・旅後における情報提供やpush型情報提
供の仕組みも検討されつつあり，その一部は既に運用さ
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図–63 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 3日目全体

図–64 Wi-Fiと ETC2.0の接続例 3日目海洋博公園

れている（https://www.kddi.com/corporate/kddi/
public/bigdata/）．実際，アプリをインストールする
ことによる特典と組み合わせることで，利用者の移動
軌跡を取得することも可能である．また，アプリをイ
ンストールしなくとも，どこでもフリーWi-Fiとつな
げる環境を整えることにより，Wi-Fiをオンにしてもら
うことにより，パケットセンサーによる調査が可能と
なると考えられる．
本研究で得られたWi-Fiパケットセンシングデータ

の分析・活用方法のノウハウを上手く活用・応用でき
れば，民間事業者及び沖縄県の事業と連携することに
より，継続的できめ細かな周遊行動の把握と，適切な
観光情報の提供が将来的に可能になると期待される．

9.5 おわりに
本研究では，ETC2.0車載器セットアップ率が低い沖

縄県において，ETC2.0車載器をレンタカーに設置し，
特定プローブでの調査を行った．この結果，日本人と
外国（台湾・香港・韓国）人とで周遊パターンが異なる
ことを示した．また，ETC2.0プローブデータとWi-Fi

図–65 Wi-Fiと ETC2.0の接続例最終日

パケットセンシングデータの連携可能性を検討したと
ころ，レンタカー店舗にWi-Fi機器を設置することに
より，92グループ中 9グループにおいて，レンタカー
の移動と徒歩での移動の連続観測が可能となった．
以上より，レンタカーへ ETC2.0車載器等位置情報取

得可能な機器を設置し，数多くの観光地にWi-Fiパケッ
トセンサーを設置することにより，車両移動と歩行と
の連続的な周遊行動の把握が可能となることが示され
た．沖縄県においては全県域においてWi-Fiアクセス
可能な環境を作る全島Wi-Fi事業を推進しており，こ
の事業との連携により，さらにきめ細かな周遊行動が
把握可能であると考えられる．
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第 10章 Bluetooth 機器による一般
道路旅行速度の推定方法の
検討

10.1 検討概要
本章では，栃木県日光市で実施した Bluetooth調査

データを用いて，交通流動情報の抽出方法及び旅行速
度の推定方法について検討を行った結果を紹介する．
• 調査日時：2018年 6月 24日（日曜日）
• 日光駅から東照宮まで，及び中禅寺湖の 6地点に

Bluetooth の MAC アドレスを収集可能な実験機
（収集機器）を設置し，8時から 15時までデータを
取得した（図-66，表-23）

10.2 データクレンジング
収集したデータには，収集機器周辺に設置されてい

るデバイス（コピー機や PCなど）のMACアドレスも
蓄積されている．また，調査員が携帯しているデバイ
スのMACアドレスも取得しているため，まずはその
ような不要なデータを削除した．

MAC アドレス別・地点別に収集データ数を集計し
た結果を表-24に示す．結果より，上から 2行目までの
MACアドレスのデータが多いため，今回は対象外とし
た．なお，調査で取得された全データ数は 19,928であ
り，構成比は全データ数に対する比率を示している．一
番上は調査員が携帯していたデバイス（腕時計）が発信
していたMACアドレスであり，2番目は駐車場周辺に
設置されていた機器が定期的に発信していたMACア
ドレスと考えられる．クレンジングした結果，全デー
タ数は 16,813（約 84％）となった．Wi-Fi調査と比較
すると，クレンジングで削除されたレコード数は少な
い．これは，Bluetooth調査で得られたデータには重複
データが少ないためである．

図–66実験機の設置位置図

表–23実験機の設置地点名称

表–24 MACアドレス別・地点別データ数の集計結果（上
位のみ抜粋）

10.3 基礎的集計
収集したデータから交通流動情報を抽出するため，地
点別・ユニークMACアドレス数と，地点別・時間帯別・
ユニークMACアドレス数を集計した．結果を表-25，
表-26に示す．結果，全地点では 1800程度のMACア
ドレスが取得できていた．なお，この地点の交通量が
わからないため，MACアドレスの取得率は算定できな
い．時間帯別では，特定の地点・時間帯に偏ってデー
タが取得されているような傾向も見られず，安定して
データが取得できていたことが確認できた．

10.4 デバイス種別の集計
BluetoothのMACアドレス取得時，同時にBluetooth
を搭載してるデバイス情報が取得可能である．取得し
た種別に集計した結果を表-27に示す．なお，ここでの
種別はメーカーが設置した値であり，必ずしも正しい
とは限らない．結果より，ハンズフリーのデバイスが
約 61%と一番多く，これはカーナビやスマートフォン
と接続するイヤホンなどのデバイスと考えられる．な
お，スマートフォン・携帯電話は約 10%程度と低い値
であった．

10.5 地点間所要時間（旅行速度）の推定結果
06東武日光駅から，07日光市役所前，08ホテル季の
遊を経由して，09神橋交差点までの所要時間を算定し
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表–25地点別・ユニークMACアドレス数

表–26地点別・時間帯別・ユニークMACアドレス数

表–27デバイス種別・ユニークMACアドレス数

た．06∼09すべての地点で計測されたMACアドレス
を対象とし，時間に矛盾がない（マイナスの時間となら
ない）レコードのみで算定した．結果を表-28に示す．
結果より，算定できた所要時間は 47レコードであっ

た．これは，地点 06東武日光駅で観測されたユニーク
MACアドレス数（452）と比較すると約 10%程度しか
所要時間が算定できなかったということである．これ
は，地点 06で観測された人や車両が地点 09まで行か
ずに途中で抜けた場合や，逆方向を走行していた場合
や，途中の 07や 08で計測されなかったなどが考えら

表–28 06東武日光駅から 09神橋交差点までの所要時間
算定結果

※ハッチングしているのは前後の所要時間からみて異
常と思われる所要時間

れる．取得されたMACアドレスすべてが所要時間を
算定できるわけでないことが確認できた．
地点間の旅行速度については，算定した所要時間と
区間長から算定することができ，5分や 15分など，単
位時間当たりの平均所要時間などの統計値を算定して，
平均旅行速度に変換することができる．

10.6 所要時間のクレンジング
所要時間が算定できたレコードの中には，所要時間
が 30分，1時間以上と前後の所要時間と比較すると異
常に大きい値がみられる．これは途中での立ち寄りに
よるもの，もしくは，一度行ったあとに再度戻ってきた
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図–67東武日光駅から神橋交差点までの所要時間算定結
果（クレンジング前）

図–68東武日光駅から神橋交差点までの所要時間算定結
果（クレンジング後）

ためと考えられる．所要時間としては異常値であるた
め，このようなデータを除去する必要がある．今回は
手作業で異常値と考えられるデータは除去した．クレ
ンジング前後の 06東武日光駅から 09神橋交差点まで
の所要時間算定結果を図-67，図-68に示す．なお，クレ
ンジングした結果図は，赤色がクレンジングにより削
除されたデータを示し，緑の線は前 5個のデータで平
均を算定した値である．図から，10∼11時と，12時半
∼13時半ごろに所要時間が多少大きくなり，渋滞が発
生していた．通常は 5分以下で走行可能な区間が，渋
滞時では 15分程度かかっていた．

10.7 2地点間所要時間の算定結果
ここでは，地点 06∼09までの連続した 2地点間で所

要時間をそれぞれ算定して，前後の時間的に異常と思わ
れる所要時間の除去を行った．結果を下図-69，図-70，
図-71に示す．結果より，06東武日光駅から 07日光市
役所までは 5∼10 分程度の所要時間であった．特に昼
と夕方に多少であるがピークが見られる．07日光市役
所から 08ホテル季の遊までは安定しており，概ね 2∼5
分程度であった．08ホテル季の遊から 09神橋交差点
までは，区間長が 140mと短いにもかかわらず，昼頃
に 10分程度の所要時間となっており，速度に変換する
0.84km/hと非常に低速でひどい渋滞が発生していた．

図–69 06東武日光駅から 07日光市役所前までの所要時
間算定結果

図–70 07日光市役所前から 08ホテル季の遊までの所要
時間算定結果

図–71 08ホテル季の遊から 09神橋交差点までの所要時
間算定結果

10.8 まとめ
地点別のデータクレンジングを実施した結果，元デー
タと比較して約 84%のレコードとなった．また，基礎
的集計結果から，それぞれの地点で場所や時間帯に偏
りなく安定してデータが取得できていたことが確認で
きた．そして，デバイス種別を集計した結果，ハンズ
フリーのデバイス（ワイヤレスイヤホン）が約 61%と
一番多いことが分かった．以上を踏まえ，2地点間の所
要時間を推定した結果，前後の時間から見て異常と思
われる時間も含まれているものの，概ね精度の高い旅
行時間が推定されていることが確認された．
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第 11章 研究成果のとりまとめ
11.1 研究成果のとりまとめ
本研究開発の主要な成果を以下のようにまとめる．
• （第 2章）災害時における交通状態を把握するた
めに，ETC2.0プローブカーデータによって部分的
に観測される平均リンク速度の欠損値を補間する
ことを目的とした検討を行った．ガウシアングラ
フィカルモデルとグラフィカルラッソを用いて，過
去の蓄積された ETC2.0プローブカーデータから
各道路リンクの間の相関関係を捉えたモデルを構
築し，同時刻の観測リンクのリンク速度と組み合
わせることで，未観測リンクを補間した．基礎分
析の結果から，災害時においては平常時とは異な
る交通状態であることが確認されたが，本手法に
よって構築したモデルは，災害時においても未観測
リンクを高い精度で補間可能であることを示した．

• （第 3章）本研究を通じて開発してきた ETC2.0プ
ローブ情報を用いた高速バス運行支援システムの
高度化のため，関東周辺地域から高速バスを乗継
利用して空港アクセスを行う旅行者を想定したア
ンケート調査及び Stated Preference（SP）調査を，
長野県在住者を対象に実施した．アンケート調査
の結果，回答者の 15.0%が高速バス同士の乗継を
経験したことがある結果が得られ，高速バス乗継
を必要とするトリップが一定数あることが示され
た．高速バスを利用する利用者は，所用時間だけ
でなく，乗継の少なさや着席の確実さを重視して
いるほか，鉄道のサービスレベルが十分でない地
域での都市間の公共交通手段として重要な役割を
担っていることが示唆された．また，SP調査の結
果では，旅行時間短縮や旅行時間信頼性向上，乗
継環境などの路線特性が，利用する高速バス路線
選択に与える影響を明らかにした．屋内・屋外の
乗継環境の差は，効用に差異を与える明確な要因
としては抽出できず，利用者の効用の観点からは
SA・PA等も既往のバスターミナル同様に乗継地
点として利用できる可能性が示唆された．さらに，
推定結果より，乗継待ち時間の増加による効用減
少と所要時間信頼性の向上による効用の増加のパ
ラメータが明らかになった．

• （第 4章）経路選択肢の事前列挙の必要のない Re-
cursive Logit (RL)型経路選択モデルの拡張を行っ
た．具体的には，RL Modelの課題である推定安定
性の向上及び計算負荷の軽量化を図るために「リ
ンク認知」の概念を新たに導入し，それによって推
定結果と計算効率が大きく改善することを，首都

圏における ETC2.0プローブデータを用いて検証
した．また，マルコフ型経路選択原理の下での最
適混雑課金・システム最適配分について，社会的
総余剰最大化を目的関数とした最適化問題を立式
することにより，限界課金原理がパスベースの場
合と同様に成立することを理論的に証明した．そ
の上で実ネットワークでの実証分析を行い，限界
課金によるネットワークの効率性向上を確認した．

• （第 5章）Three-dimensional macroscopic fun-
damental diagramに基づいた混雑課金とバス専用
レーンの同時最適化の枠組みを提案した．最適混
雑課金は公共交通と自動車の相互関係を記述する
のに適した 3D-vMFDに基づき決定し，道路空間
配置はネットワークの特性として人ベースの 3D-
pMFDによって最適化した．提案した最適化手法
を適用するため，まず対象地域である東京都市部
のエリアの詳細なシミュレーション設定を行った．
詳細な設定を行ったシミュレーションから得られ
た東京都心部のエリアの 3D-pMFDの特性として，
約 5%バスが混合している時にスループットが最
大化されることを確認した．そして，東京都心部
をケーススタディとして提案した最適化手法を適
用した．最適化の結果，4.7%の道路空間配置の場
合が最適な道路空間配置となり，07:30から 08:00
に 900円，08:00から 08:30に 300円を課金するこ
とが最適な混雑課金となることがわかった．これ
らの施策を実施すると，現況の需要に対してはど
の時間帯でも 3D-vMFDにおいて渋滞域が発生せ
ず，ネットワークの特性としても 3D-pMFDでも
ほとんど渋滞域は発生しないことを確認した．ま
た，他の計画と比べ，混雑課金の効率性という面
でも 4.7%の道路空間配置の場合が最も効率的であ
ることも明らかになった．

• （第 6章）ETC2.0プローブを活用した観光客の周
遊行動の特徴抽出や類型化，施策評価の方法につ
いて検討した．具体的には，観光周遊における代
表的な行動パターンを抽出することを目的に，時
空間プリズムの類型化手法を開発した．対象車両
のサンプリングの時間間隔 (データ数)を線形補間
により統一した上で，各時点における緯度，経度を
特徴量としてクラスタ分析を適用したところ，空
港エリアや道の駅等での滞在など，特徴的な時空間
流動パターンが抽出された．これにより，パター
ンが類似する車両がどの程度存在するのかなどと
いった定量的な情報を明らかにできる可能性が示
唆された．
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• （第 7章）観光客のトリップチェーン (TC)により
その観光周遊行動を表現し，TC全体の効用を最大
化するような観光行動モデルを構築した．最適な
TCを探索するにあたり，すべての TCを列挙する
のは計算負荷が大きいことから，動的計画法に基
づき，各ノードの組み合わせに対して移動時間が
最小となり，かつ時間制約及び総効用の非負制約
を満たす TCの集合を選択肢集合とするアルゴリ
ズムを構築し，計算負荷を大幅に軽減した．生成
された TCを対象として，最適な滞在時間を決定す
る効用最大化問題の定式化を行った．また，旅行
者の観光周遊行動が観測された場合を想定し，最尤
推定によるパラメータ推定法を示した．Wi-Fiデー
タを用いたパラメータ推定を行った結果，観光地
固有の魅力度がどのような要因から構成されてい
るのかを分析できる可能性が確認された．さらに，
TCベースの観光需要予測を行い，観光・交通施策
が導入された場合の観光需要の変化を予測するこ
とを可能にした．以上より，観光・交通施策の導
入等により個々の観光地における魅力の向上やリ
ンクの所要時間の削減等が起きた場合の観光需要
予測を行うことが可能であることが示された．

•（第 8章）沖縄本島のほぼ全域を対象に長期の調査を
行い，スマートフォン等のモバイル機器に搭載され
たWi-Fiからのパケット送出情報 (Probe Request:
PR)を収集・解析し，旅行者がどのような回遊行動
や施設滞在行動を行っているのかを検討した．空
港またはクルーズ船ターミナルで最初と最後に観
測された固有 IDのみを抽出し，県外からの観光客
を抽出した上で，クラスタリング手法の一つであ
る確率的ブロックモデルおよび非負値テンソル分
解を適用し，観光客に固有の時空間周遊パターン
を効率的に抽出した．

• （第 9章）沖縄本島において，ETC2.0車載器をレ
ンタカーに設置して特定プローブでの周遊行動調
査を行うと同時に，Wi-Fiから補足されたデータと
の接合・連携の可能性を実験的に検討した．デー
タマッチングの結果，レンタカー店舗にWi-Fi機
器を設置することにより，92グループ中 9グルー
プにおいて，レンタカーの移動と徒歩での移動の
連続観測が可能となった．これらの結果より，レ
ンタカーへ ETC2.0車載器等位置情報取得可能な
機器を設置し，数多くの観光地にWi-Fiパケット
センサーを設置することにより，車両移動と歩行
との連続的な周遊行動の把握が可能となることが
示された．

• （第 10章）栃木県日光市で実施した Bluetooth調
査データから，交通流動情報の抽出方法及び旅行
速度の推定方法について検討を行い，次の主要な
知見を得た．(1) Wi-Fiと比較すると，クレンジン
グで除去されたレコードは少ないこと，(2)デバイ
ス種別を集計した結果，ハンズフリーのデバイス
（ワイヤレスイヤホン）が約 61%と一番多かったこ
と，(3)いろいろな地点間で所要時間を算定した結
果，地点ごとに渋滞発生時の状況が異なっている
こと．

以上の検討を通じて，ETC2.0プローブ情報等を活用
した交通需要・空間マネジメントという観点から，「1.
大都市における交通需要・空間マネジメント政策の分
析方法論の検討」，「2. 地方観光圏における行動特性把
握及び観光周遊促進政策の分析方法論の検討」という
二つの大テーマを適切に推進することができたと考え
ている．
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28) Zheng, N., Rérat, G. and Geroliminis, N.: Time-
dependent area-based pricing for multimodal systems
with heterogeneous users in an agent-based environ-
ment, Transportation Research Part C: Emerging Tech-
nologies, Vol. 62, pp. 133–148, 2016.

29) 平井章一，XING，Jian，甲斐慎一朗，堀口良太，宇野
伸宏：ETC2.0プローブデータを活用した都市間高速道
路における休憩行動実態把握，交通工学論文集，Vol. 3，
No. 4，pp. A36–A45，2017．

30) 三好孝明，長谷川栄一，田中伸治：ETC2.0プローブ情
報を活用したパーキングエリア利用状況の試行的分析，
交通工学論文集，Vol. 3，No. 2，pp. B6–B12，2017．

31) 西井和夫，古屋秀樹，坂井努：時間軸を考慮したマルコ
フ連鎖モデルによる観光周遊行動分析，交通工学，Vol.
31，No. 5，pp. 21–30，1996．

32) 西野至，藤井聡，北村隆一：観光周遊行動の分析を目的
とした目的地・出発時刻同時選択モデルの構築，土木計
画学研究・論文集，Vol. 16，pp. 681–687，1999．

33) 森川高行，佐々木邦明，東力也：観光系道路網整備評価
のための休日周遊行動モデル分析，土木計画学研究・論
文集，Vol. 12，pp. 539–547，1995．

34) Fosgerau, M. and Engelson, L.: The value of travel

51



time variance, Transportation Research Part B: Method-
ological, Vol. 45, No. 1, pp. 1–8, 2011.

35) 福田大輔，小林巴奈，五百藏夏穂，田中謙大，中西航，浅
田拓海，有村幹治，内田賢悦，福田大輔：Wi-Fiパケッ
トセンシングによる北海道広域観光周遊行動調査，観
光情報学会研究発表会講演論文集，Vol. 16，pp. 58–61，
2017．

36) 中西航，小林巴奈，都留崇弘，松本拓朗，田中謙大，菅
芳樹，神谷大介，福田大輔：Wi-Fiパケットセンサーに
よる観光周遊パターンの把握可能性：沖縄・本部半島に
おける検討，土木計画学研究・講演集，Vol. 55, 2017．

37) 壇辻貴生，杉下佳辰，福田大輔，浅野光行：Wi-Fiパケッ
トデータを用いた観光客の滞在時間特性把握の可能性
に関する研究，都市計画論文集，Vol. 52，No. 3，pp.
247–254，2017．

38) 沖 縄 県：平 成 28 年 度 観 光 統 計 実 態 調
査 ， http://www.pref.okinawa.jp/site/
bunka-sports/kankoseisaku/kikaku/
report/tourism_statistic_report/h28_
tourism-statistic-report2.html．

39) Bhatia, P., Ivoleff, S. and Govaert, G.: Blockcluster: An
R Package for Model-Based Co-Clustering, Journal of
Statistical Software, Vol. 76, No. 9, pp. 1–24, 2017.

52

http://www.pref.okinawa.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/kikaku/report/tourism_statistic_report/h28_tourism-statistic-report2.html
http://www.pref.okinawa.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/kikaku/report/tourism_statistic_report/h28_tourism-statistic-report2.html
http://www.pref.okinawa.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/kikaku/report/tourism_statistic_report/h28_tourism-statistic-report2.html
http://www.pref.okinawa.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/kikaku/report/tourism_statistic_report/h28_tourism-statistic-report2.html

	研究の背景と目的
	研究の背景
	研究開発の目的
	研究の意義
	成果が社会に果たす役割
	プロジェクト全体のフレームと研究全体の方向性

	ETC2.0プローブを活用したリアルタイム交通状態推計
	背景と目的
	交通ネットワーク状態推定モデルの構築
	ETC2.0プローブデータの基礎分析
	モデル適用と精度検証
	結論と今後の課題

	高速道路SA・PAでのバス乗継サービス展開に向けた利用者行動分析
	はじめに
	調査設計
	調査結果
	高速バス選択モデル推定結果
	おわりに

	ETC2.0プローブデータを用いたマルコフ型経路選択モデルの構築と最適混雑課金分析
	背景と目的
	既往研究のレビューと本研究の位置づけ
	逐次的経路選択行動の記述
	マルコフ型経路選択原理の下でのシステム最適配分と最適混雑課金
	まとめと今後の課題

	3次元MFDに基づくバス専用レーン配置と混雑課金の同時最適化
	背景と目的
	手法
	ケーススタディと結果
	結論

	ETC2.0プローブを用いた移動・滞在パターンの類型化
	背景と目的
	データの概要
	移動・滞在トリップの類型化手法
	移動・滞在パターンの把握
	結論と今後の課題

	観光周遊行動最適化モデルによる広域周遊促進策の検討
	はじめに
	TCの定義
	TC生成アルゴリズムの構築
	滞在時間配分モデルの構築
	Wi-Fiデータを用いたパラメータ推定法
	パラメータ推定法(a)
	パラメータ推定法(b)
	観測データを用いた数値計算
	まとめ

	Wi-Fiパケットセンシングによる沖縄本島観光周遊パターンの特徴抽出
	はじめに
	沖縄本島におけるモニタリング調査
	広域周遊パターンの特徴抽出
	まとめと今後の課題

	ETC2.0プローブとWi-Fiデータの融合による観光周遊行動の把握可能性
	はじめに
	ETC2.0特定プローブを用いた国籍別観光流動分析
	ETC2.0とWi-Fiパケットセンサーのデータ連携可能性の検討
	継続的な観光周遊行動の観測と適切な情報提供方法に関する考察
	おわりに

	Bluetooth機器による一般道路旅行速度の推定方法の検討
	検討概要
	データクレンジング
	基礎的集計
	デバイス種別の集計
	地点間所要時間（旅行速度）の推定結果
	所要時間のクレンジング
	2地点間所要時間の算定結果
	まとめ

	研究成果のとりまとめ
	研究成果のとりまとめ




